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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) ― 3,493,5142,433,0682,947,9971,409,801

経常損益 (千円) ― △162,440△165,667△2,557,413△1,437,069

当期純損益 (千円) ― △160,708△239,275△23,455,032△3,481,340

純資産額 (千円) ― 1,060,37729,227,5066,386,4092,698,292

総資産額 (千円) ― 2,127,34836,364,48318,324,9777,242,623

１株当たり純資産額 (円) ― 6.38 68.72 14.07 6.33

１株当たり当期
純利益金額

(円) ― △0.96 △0.98 △55.03 △8.16

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 49.8 80.4 32.7 37.3

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 138,048△238,025 125,826△480,570

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △4,644△8,630,251△4,190,277△4,798,560

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △41,9209,558,0343,789,67015,610,604

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― 455,6311,129,771855,342 121,724

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
─
[─]

14
[2]

40
[3]

38
[3]

19
[3]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　△は損失です。

３　当社は第60期より連結財務諸表を作成しておりますが、第59期については、子会社はありますが重要性がない

ため、作成しておりません。

４　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であり、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５　第62期に比べ第63期の従業員が19名減少しておりますが、主として平成19年８月15日付で、連結子会社リード

・ペトロリアム・ピーエルシーがロンドン証券取引所ＡＩＭ市場へ上場したことに伴う持分比率の低下によ

り、持分法適用会社になったことによるものであります。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 3,020,0583,487,7002,140,8581,138,605582,019

経常損益 (千円) △359,586△143,601△250,097△698,369△613,015

当期純損益 (千円) △1,127,649△141,694△294,941△21,514,237△3,528,267

資本金 (千円) 5,830,5145,830,51420,074,19920,194,5447,892,879

発行済株式総数 (千株) 166,098 166,098 425,335 426,400 426,400

純資産額 (千円) 1,221,0851,079,39129,163,7197,894,2904,364,485

総資産額 (千円) 2,068,1692,145,96730,658,9468,620,1567,231,631

１株当たり純資産額 (円) 7.35 6.49 68.56 18.51 10.24

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

─
(─)

─
(─)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益
金額

(円) △6.78 △0.85 △1.20 △50.48 △8.27

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.0 50.2 95.1 91.6 60.4

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △67,304 ― ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △165,186 ― ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 80,000 ― ― ― ―

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 364,147 ― ― ― ―

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
17
[2]

14
[2]

21
[3]

18
[3]

15
[3]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　△は損失です。

３　第59期の１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載

しておりません。また、第60期、第61期、第62期、第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１

株当たり当期純損失であり、また希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第60期より再び連結財務諸表を作成し始めたため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載してお

りません。

　

EDINET提出書類

株式会社アイビーダイワ(E00597)

有価証券報告書

  3/114



２【沿革】

　

昭和22年９月初代社長が昭和４年より漁網糸および縫糸を主として製造販売を営んでいたのを法人

化し、豊国糸業株式会社(豊国産業㈱)を創設。

埼玉県加須市所在の工場にて製袋用縫糸の生産を主とした撚糸工場・加須工場を設置、

操業を開始。

また、都下西多摩郡に網糸を中心とした撚糸工場・箱根崎工場を設置、操業を開始。

昭和26年２月栃木県佐野市所在織物工場を買収し佐野工場を設置、織布部門進出。

昭和27年４月石井商事株式会社を合併し豊国産業株式会社と商号変更。

昭和38年６月東京証券業協会店頭銘柄登録。

昭和39年４月栃木県葛生町所在の靴下工場を買収し葛生工場を設置、靴下部門進出。

昭和47年６月ニット部門進出のため加須工場に丸編メリヤス設備を設置、生産開始。

昭和48年１月靴下部門撤退の為、葛生工場廃止。

昭和49年１月大阪市浪速区(現中央区)に大阪営業所を開設。

昭和50年６月広島県福山市に広島出張所を開設。

昭和53年７月加須工場丸編メリヤス設備廃棄、生産中止。

昭和57年９月工場集約化の為、箱根崎工場廃止。

昭和61年３月工場集約化の為、佐野工場廃止。

平成２年６月 札幌市中央区に札幌出張所を開設。

平成３年５月 中銀観光㈱と業務提携。中銀観光㈱およびその子会社が保有するゴルフクラブの会員権

の募集企画業務の受託を開始。

平成３年５月 栃木県那須郡黒羽町に栃木連絡所を開設。

平成３年８月 ニット部門より撤退。

平成６年４月 東都開発観光㈱とゴルフ場業務受託を開始(平成６年４月～平成７年３月)。

平成６年12月合理化の為、栃木連絡所廃止。

平成８年11月貸金業者(東京都)登録・金融業を開始(平成９年４月より)。

平成９年９月 合理化の為、広島出張所を廃止。

平成10年８月宅地建物取引業者免許取得(東京都)。

平成12年10月株式会社アイビーダイワに商号変更。

平成15年11月合理化の為、札幌出張所を廃止。

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年６月新規の中核事業として、天然資源開発投資事業への参入を決定。

平成17年12月Darcy Energy, Ltd.を買収、完全子会社化（グループを合わせて「ダーシー社」）。

平成17年12月Lodore Resources, Inc.を買収、完全子会社化（グループを合わせて「ロドール

社」）。

平成18年５月ロドール社の第一号試掘井であるカミ構造掘削に成功、ガスを発見。

平成18年８月ロドール社グループ再編。

平成18年12月ダーシー社グループ再編。

平成19年２月ダーシー社の持株会社（Darcy Energy Holdings UK, Ltd.）が第三者割当増資により

新株発行。提出会社のダーシー社に対する持株比率が86.6%となる。

平成19年７月ダーシー社、リード社に社名変更。

平成19年８月リード社の持株会社（Leed Petroleum PLC)がロンドン証券取引所AIM市場に上場。資金

調達による当社持株比率の希薄化で連結除外となり、持分法適用会社となる。
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３【事業の内容】

平成20年３月期末現在、当社グループは、当社（繊維事業および食品事業に従事)、下記の連結子会社５社

および持分法適用会社４社（９社すべて天然資源開発投資事業に従事)で構成されております。

連結子会社：「ロドール社」（５法人）

（１）ロドール・US・ホールディングス・インク

（２）ロドール・デラウェア・ペトロリアム・エルエルシー

（３）ロドール・ルイジアナ・エルエルシー

（４）ロドール・オイル・アンド・ガス・テキサス・エルエルシー

（５）ロドール・オイル・アンド・ガス・エルピー

持分法適用会社：「リード社」（４法人)

（６）リード・ペトロリアム・ピーエルシー

（７）リード・ペトロリアム・インク

（８）リード・ペトロリアム・ホールディングス・エルエルシー

（９）リード・ペトロリアム・エルエルシー

　

天然資源開発投資事業、繊維事業および食品事業それぞれの事業の種類別セグメントの業績等について、

また、ロドール社およびリード社の事業の状況等については、「第２　事業の状況　１．業績等の概要　

（１）業績」および「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項　（セグメント情報）　事業の種類別

セグメント情報」を合わせてご覧ください。

　

前連結会計年度末において、リード社（上記（６）から（９）までの４社）はすべて当社の連結子会社

でした。平成19年８月15日に、リード・ペトロリアム・ピーエルシー（上記（６））は、ロンドン証券取引

所AIM市場に上場いたしました。上場に際し、同社は新株発行を行い、約49百万英ポンド（当時の為替レート

で約115億円）の資金調達を行っておりますが、その結果、当社の同社に対する所有比率が41.7％に低下し、

同社は当社の持分法適用会社となりました。なお、当該資金調達の結果、同社の純資産額に対する当社の持

分が増加したことにより、当社は当連結会計年度において、3,487百万円の持分変動利益を計上しておりま

す。
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企業集団の範囲
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天然資源開発投資事業系統図

　

(注)　リード社は一部探鉱事業にも従事しております。
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関係会社の範囲

　

(注)　所有割合を示しております。Crosby Capital Partners Limitedは、所有する株式85,350,000株のうち60,000,000

株につき、第三者との間で株券消費貸借契約を締結しているため、議決権比率は5.9%（平成20年３月31日時点)に

低下しております。
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４【関係会社の状況】

名 称 住 所
資本金又
は出資金

主要な
事業の
内容

議決権の
所有

［被所有］
割合(％)
（注１）

関係
内容

（連結子会社）
ロドール・US・ホールディングス・イ
ンク

米国デラウエア州
（Wilmington　New
　Castle　County
　Delaware USA） 

1,000米ドル持株会社 100
役員兼任
３名

（連結子会社）
ロドール・デラウェア・ペトロリアム
・エルエルシー
（注２）（注３）

米国デラウエア州
（Wilmington New
　Castle　County
　Delaware USA ）

100米ドル
石油・ガス
探鉱

100
（100）

資金援助
役員兼任
３名

（連結子会社）
ロドール・オイル・アンド・ガス・テ
キサス・エルエルシー

米国テキサス州
（Houston Texas USA）

100米ドル 持株会社
100
（100）

役員兼任
３名

（連結子会社）
ロドール・ルイジアナ・エルエルシー

米国ルイジアナ州
（Baton Rouge
　Lousiana USA）

100米ドル
石油・ガス
探鉱

100
（100）

役員兼任
３名

（連結子会社）
ロドール・オイル・アンド・ガス・エ
ルピー

米国テキサス州
（Houston Texas USA）

―
石油・ガス
探鉱

100
（100）

―

（持分法適用会社）
リード・ペトロリアム・ピーエルシー

英国
（London, U.K.）

23.6百万米ドル持株会社  41.7
役員兼任
１名

（持分法適用会社）
リード・ペトロリアム・インク

米国デラウェア州
（Wilmington
　Delaware, USA）

1,000米ドル持株会社
41.7
（41.7）

役員兼任
１名

（持分法適用会社）
リード・ホールディングス・エルエル
シー

米国デラウェア州
（Wilmington
　Delaware, USA）

0.1米ドル 持株会社
41.7
（41.7）

役員兼任
１名

（持分法適用会社）
リード・ペトロリアム・エルエルシー
(注２)

米国ルイジアナ州
（Lafayette
　Lousiana,USA）

4.8百万米ドル
石油・

ガス開発・生
産

41.7
（41.7）

役員兼任
１名
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名 称 住 所
資本金又
は出資金
 

主要な
事業の
内容

議決権の
所有

［被所有］
割合(％)
（注１）

関係
内容

（その他の関係会社）
クロスビー・キャピタル・リミテッド 
(注)７

英領西インド諸島
(Grand Cayman,
 British West Indies)

285万米ドル 投資等
0.0
(5.9)

間接出資あり
役員兼任
２名

 (注５、６)

（その他の関係会社）
クロスビー・アセット・マネジメント
・インク
(注)７

同　上 243万米ドル 投資等
0.0　
(5.9)

間接出資あり
役員兼任
３名

(注５、６)

（その他の関係会社）
クロスビー・スペシャル・シテュエイ
ション・ファンド

同　上 １米ドル 投資等
0.0　
(5.9)

間接出資あり
役員兼任
１名
(注６)

（その他の関係会社）
クロスビー・キャピタル・パートナー
ズ・リミテッド

英領バージン諸島
(Tortola, British
 Virgin Islands)

0.01米ドル
金融・
資産管理等

[5.9］
出資関係
のみ

（その他の関係会社）
スノブ・クロスビー（ホールディング
ス）リミテッド

同　上 100米ドル 投資等 ［0.0］
出資関係
のみ

（その他の関係会社）
コニストン・インターナショナル・
キャピタル・リミテッド
(注)８

同　上 １米ドル 投資等 [―] 融資取引

(注) １　議決権の所有［被所有］割合欄の（内書）は間接所有であります。クロスビー・キャピタル・パートナーズ・

リミテッドは、所有する株式85,350,000株（所有割合：20.0%）のうち60,000,000株につき、第三者との間で

株券消費貸借契約を締結しているため、議決権比率は5.9%（平成20年３月31日時点)に低下。

２　連結子会社であるロドール・デラウェア・ペトロリアム・エルエルシー、およびリード・ペトロリアム・エル

エルシー（平成19年７月付でダーシー・エナジー・エルエルシーより社名変更）は、売上高（連結会社相互

間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

なお、リード・ペトロリアム・ピーエルシー（平成19年７月付でダーシー・エナジー・ホールディングス・

ＵＫ・リミテッドより社名変更）に対する持分比率の低下によりダーシー社グループは連結より除外され、

持分法適用会社となりました。

　　ロドール・デラウェア・ペトロリアム・エルエルシー

売上高 538百万円

経常損失 42百万円

当期純損失 2,987百万円

純資産 △3,512 　百万円

総資産 938百万円

　　リード・ペトロリアム・エルエルシー

（平成19年６月30日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。）

売上高 289百万円

経常損失 522百万円

当期純損失 522百万円

純資産 ― 百万円

総資産 ― 百万円

３　債務超過会社であり、債務超過額は3,512百万円であります。

４　平成20年３月末日の為替レートは、米ドル＝100.19円、英ポンド＝200.11円です。

５　役員兼任２名が重複しております。

６　役員兼任１名が重複しております。
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７　以下の(その他の関係会社)は、海外市場において株式を上場しております。

クロスビー・キャピタル・リミテッド　　香港証券取引所ＧＥＭ市場上場

クロスビー・アセット・マネジメント・インク　ロンドン証券取引所ＡＩＭ市場上場

８　コニストン・インターナショナル・キャピタル・リミテッドと当社との間に直接・間接の資本関係はありま

せんが、当社筆頭株主の究極の親会社であるクロスビー・キャピタル・リミテッドの完全子会社であり、当社

の重要な債権者であるため、当社は同社をその他の関係会社として認識しております。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

天然資源開発投資事業　 4

繊維事業 5（3）

食品事業 1

　　　　全社（共通） 9

合計 19（3）

(注) １　従業員数欄の（　）書きは臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

２　全社（共通）は、財務経理・経営管理部門の従業員であります。

３　第62期に比べ第63期は従業員が19名減少しておりますが、主として平成19年８月15日付で、連結子会

社リード・ペトロリアム・ピーエルシーがロンドン証券取引所ＡＩＭ市場へ上場したことに伴う

持分比率の低下により、持分法適用会社になったことによるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

15 53.1 12.8 7,374

(注) １　従業員数は就業人員であり、パート( 名)は含んでおりません。

２　平均年間給与は税込金額で、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありま

せん。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における売上高は、天然資源開発投資事業セグメントにおいて827百万円（前年同期は

1,809百万円）、繊維事業セグメントにおいて204百万円（前年同期は211百万円）、食品事業セグメント

において377百万円(前年同期は927百万円）を計上した結果、1,409百万円（前年同期は2,947百万円)と

なりました。当社グループの売上高は、食品事業を大幅に縮小したこと、また、当社の連結子会社であった

リード・ペトロリアム・ピーエルシー（以下、同社およびその子会社・孫会社群を合わせて「リード

社」）が平成19年８月15日にロンドン証券取引所AIM市場に上場（証券コード：「LDP」）する際に行っ

た資金調達の結果、当社のリード社に対する持分比率が低下し、平成20年３月期第１四半期末までをもっ

て連結から除外し持分法適用会社としたことにより、前連結会計年度と比較し大きく減少しております。

当連結会計年度において、売上原価1,134百万円（前年同期は2,181百万円）ならびに販売費および一

般管理費1,371百万円（前年同期は2,813百万円）を計上し、営業損失は1,096百万円(前年同期は2,046百

万円)となりました。

当連結会計年度の経常損失は、主な営業外収支として、受取利息17百万円、為替差損55百万円、および借

入金支払利息等の金融費用312百万円等を計上し、1,437百万円（前年同期は2,557百万円）となりまし

た。

当連結会計年度の当期純損失は、主な特別収支として、還付事業税による特別利益137百万円、前述した

リード社の上場時の資金調達の結果、同社純資産額の当社持分が大幅に増加したために発生した持分変

動利益3,487百万円、当社連結子会社ロドール・US・ホールディングス・インクおよびその子会社・孫会

社群（以下、合わせて「ロドール社」）の推進する探鉱事業において成果が十分あがっていない状況に

おいて同社探鉱資産の除却を行ったことおよび同社に係るのれんのうち探鉱鉱区に配賦した金額の一括

償却を行ったことを要因とする減損損失5,458百万円、ならびに、アダヴェイル・リソーシス・リミテッ

ド（以下、「アダヴェイル社」）株式に係る投資有価証券評価損291百万円等を計上し、3,481百万円（前

年同期は23,455百万円）となりました。不確実要因の大きいロドール社の探鉱事業に関連する資産につ

き、当社連結貸借対照表上の当連結会計年度末時点における計上額はゼロとなりました。
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事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

（天然資源開発投資事業）

天然資源開発投資事業セグメントにおいて、当社は、子会社（ロドール社）および関連会社（リード

社）を通じ、米国において石油・ガスの探鉱・開発・生産事業を営んでおります。

ロドール社およびリード社に行った投資からの収益確保の安定化と極大化を目指すとともに、天然

資源・エネルギー関連分野において、ポートフォリオの分散化およびリストラクチャリングを行うこ

とにより、一層の収益の機会を探求しております。この戦略の一環として、平成20年３月７日付で、オー

ストラリア証券取引所に上場するウラン探鉱事業会社、アダヴェイル社（証券コード：「ADD」）の株

式を4.8百万豪ドル（467百万円）で取得し（当連結会計年度末時点における当社所有比率は

11.6％）、同社の筆頭株主となりました。アダヴェイル社は、世界有数のウラン産出国であるオースト

ラリアの南オーストラリア州とクイーンズランド州に、それぞれ、レイク・サプライズ鉱区とスプリン

グ・ヴェイル鉱区（合計リース面積：5,705k㎡）を保有しています。いずれの探鉱も初期探索段階の

ものであり、失敗の可能性はもちろんあるものの、特に、レイク・サプライズ鉱区は、ウランが世界でも

有数の豊富な地域に位置しており、また、世界最大のオリンピック・ダム鉱床を含む複数のウラン採掘

現場を擁す鉱山、ビバリー・ウラン鉱山と隣接した地域に位置しており、当社は、ウラン探鉱が成功す

ることを期待しています。ウラン探鉱の成否がいずれについても判明していない時点で同社に対して

資本参加を行うことによって、同社が仮にいずれかのウラン探鉱に成功した場合に同社株式の価値が

大きく向上し当社の資産価値を向上させる可能性があること、また、より長期的には、世界各国の大手

企業が参画する以前に同社に資本参加を行った当社が、将来、同社のウラン事業に対して何らかの形で

参画すること等についても協議を行う余地が生まれること等を考慮し、同社への戦略的投資を決定し

たものであります。なお、当社は、本報告書作成時点において、同社がウラン探鉱事業に成功し、同社に

対し当連結会計年度に行った投資が将来において当社に利益をもたらすことを期待しておりますが、

当連結会計年度末時点における同社の株価を基準とした同社株式の時価が、当社の投資額を大きく下

回っていた事実を重視し、保守的に、投資額と同時点における時価との差額である291百万円の投資有

価証券評価損を計上しております。

当連結会計年度における当事業セグメントの売上高は827百万円、営業損失は585百万円となりまし

た。当該期間における当事業セグメントの売上高は、ロドール社の当該全期間に亘る売上高（同社が保

有する生産鉱区であるカミ鉱区における石油・ガス売上高）と、リード社の平成20年３月期第１四半

期の売上高を合計した金額となっております。カミ鉱区において、石油・ガスの生産にあたり、水の排

出量が通常より増加する現象が生じたため、水の処理作業が必要となり、このことが石油・ガス生産量

の低下を招いており、今般のエネルギー市況、特に石油価格の高騰の好影響にも拘らず当連結会計年度

は低い売上高にとどまり、また今後も注視すべき状況が続いております。
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前述のとおり、平成19年８月15日に、リード・ペトロリアム・ピーエルシーが、ロンドン証券取引所

AIM市場に上場いたしました。上場に際し、同社は新株発行を行い、約49百万英ポンド（当時の為替レー

トで約115億円）の資金調達を行っておりますが、その結果、当社の同社に対する持分比率が41.7％に

低下し、同社は当社の持分法適用会社となりました。また、当該資金調達の結果、同社の純資産額に対す

る当社の持分が増加したことにより、当社は当連結会計年度において、3,487百万円の持分変動利益を

計上しております。リード社を平成17年12月に子会社化した際の買収金額は57.5 百万米ドル（約68 

億円）であり、当社が投資した自己資金は10.2 百万米ドル（約12 億円）でした。当社による買収後、

リード社は、新たに複数の開発・探鉱鉱区を取得した結果、企業価値を大きく拡大いたしました。当社

が現在保有する同社株式相当分の当連結会計年度末時点における時価は43.9百万英ポンド（約88億

円）であり、当社が投資した自己資金の金額の7倍以上に成長しております。同社は上場時に調達した

資金をその後活用してユージン・アイランド鉱区における開発・探鉱計画を成功裏に推進し、すでに、

保有埋蔵量および生産量の大幅増加を果たしております。リード社は今後もさらなる開発・探鉱計画

を推進していく予定です。

　一方、ロドール社は、米国ルイジアナ州陸上部エンデバーAMI鉱区における探鉱共同事業に平成18年

11月にノン・オペレーターとして参加し探鉱を開始しておりましたが、平成19年11月に、保険会社との

契約上の問題が生じたために当該探鉱は一時中断せざるを得ない状況に陥りました。共同事業体は、当

該中断は保険会社の契約違反であるとの見解に立ち、保険会社に対し、平成20年１月、中断によって共

同事業体が被った損害賠償を請求すべく訴訟を提起し、また別途、別の保険会社との間でも探鉱再開の

ための保険の新規提供につき交渉を試みておりますが、本報告書作成時点においても、いずれも大きな

進展に至っておらず、探鉱がいつ再開できるか、また、そもそも探鉱が再開できるか否かについても目

処が立っておりません。ロドール社が従事する深層部探鉱事業がハイリスク・ハイリターンの性格を

有する事業であり、また、今後の資金調達の状況に大きく影響されることから、会計上保守的立場に立

ち、当連結会計年度において、同社の探鉱資産についてはエンデバーAMI鉱区に係るものを含む全額

（2,827百万円）減損処理を行い、また、同社に係るのれんのうち探鉱鉱区に配賦した金額についても

全額（2,630百万円）一括償却を行うことといたしました。ロドール社は、引き続きリスクと潜在的な

収益とのバランスを慎重に検討し、また今後の資金調達の状況に応じて、同社の従来の中核であった深

層部探鉱との比較においてよりリスクが低いと考えられるような探鉱鉱区の権益の獲得や、開発鉱区

や生産鉱区を取得すること等についても検討をしてまいります。なお、上述の保険会社に対する損害賠

償請求の結果として保険会社から今後一定額の金銭の支払がなされるに至った場合等、減損処理を

行った探鉱資産のうちの一部が今後経済的価値を生み出した場合においては、翌連結会計年度以降特

別利益を計上することとなります。

ロドール社は、平成18年３月９日付で、コニストン・インターナショナル・キャピタル・リミテッド

（以下、「コニストン社」）との間で、探鉱事業に係る資金提供契約（以下、「ファームアウト契

約」）を締結しており、これに基づき、同社より、ビッグ・マウス・バヨウ鉱区、エンデバーAMI鉱区お

よびノースウエスト・カプラン鉱区の３つの鉱区における探鉱資金として、42.5百万米ドルの資金の

提供を受けております。ノースウエスト・カプラン鉱区における探鉱は、平成20年３月28日に開始され

ておりますが、ロドール社は、資金不足のために当該探鉱への参加については断念いたしました。この

ため、ファームアウト契約に基づきコニストン社より出資を受けた42.5百万米ドルのうち、同鉱区にお

ける探鉱に配賦された金額である15百万米ドル（1,502百万円）については、同社に対する返済義務が

発生しております。
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（繊維事業）

各種撚糸（ミシン糸）の製造販売を行い、当連結会計年度において、当事業セグメントで売上高204

百万円、営業利益17百万円を計上いたしました。

　

(食品事業)

野菜の卸売事業を行い、当連結会計年度において、当事業セグメントで売上高377百万円、営業利益１

百万円を計上いたしました。

　

また、所在地別セグメントの業績は、次の通りであります。

（日本）

繊維事業および食品事業からの売上582百万円(前年同期は1,138百万円）、営業利益18百万円（前年

同期は７百万円）となりました。

　

（北米）

ガス・原油生産事業の売上高827百万円（前年同期は1,809百万円)、営業損失585百万円（前年同期

1,324百万円）となりました。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、121百万円となり、前連結会計年度

末855百万円と比較して733百万円の減少となりました。

これは、各区分のキャッシュ・フロー合計では、10,361百万円の資金増加となりましたが、当連結会計

年度中に当社連結子会社であったリード社(現在は持分法適用会社)を連結範囲から除外したことにより

11,095百万円の資金減少となったためです。

各区分におけるキャッシュ・フローの状況は以下の通りであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度は、3,548百万円の税金等調整前当期純損失となり、前連結会計年度23,739百万円の

損失と比較して縮小されました。その主な理由は、中核事業である天然資源開発投資事業に関する減損

損失5,458百万円、坑井等の有形固定資産に係る減価償却費297百万円、探鉱開発権に係る減価償却費63

百万円、およびのれんに係る償却費185百万円を計上したものの、持分変動利益3,487百万円および利息

の支払額として369百万円を計上したことが主要因となり、結果として当連結会計年度における営業活

動によるキャッシュ・フローは、480百万円の資金減少(前連結会計年度は125百万円の資金増加)とな

りました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度は、財務活動によるキャッシュ・フローにより増加した資金を原資として、中核事業

である天然資源開発投資事業において坑井等の有形固定資産の取得による支出に2,111百万円、また無

形固定資産の取得による支出に1,762百万円の資金を投入する等の積極的な投資を実施した結果、当連

結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、4,798百万円の資金減少（前連結会計年度

は4,190百万円の資金減少）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度は、当社連結子会社であったリード・ペトロリアム・ピーエルシー(現在は持分法適

用会社)の上場に伴い、10,853百万円の新株発行による資金調達を実施したこと、および天然資源開発

投資事業に係る資金調達を目的とした長期借入金の新規調達による収入として5,276百万円を計上し

たことにより、当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは15,610百万円の資金増

加（前連結会計年度は3,789百万円の資金増加）となりました。
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２【生産・受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

繊 維 事 業 69,635 △17.2

合計 69,635 △17.2

(注) １　金額は販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　繊維以外の事業においては、生産活動を行っていないため記載を省略しております。

　

(2) 仕入実績

当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

 繊 維 事 業 100,351 △16.7

 食 品 事 業 375,784 △58.9

合計 476,136 △53.9

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　天然資源開発投資事業においては、仕入活動を行っていないため記載を省略しております。

　

(3) 受注状況

当社グループは一部の取引を除き受注生産は行っておらず、金額的な重要性が乏しいことから記載を

省略しております。
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(4) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

天然資源開発投資事業 827,781 △54.2

繊 維 事 業 204,826 △3.0

食 品 事 業 377,193 △59.3

合計 1,409,801 △52.1

(注)　主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相　手　先

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金　額(千円） 割　合（％） 金　額(千円） 割　合（％）

本田忠株式会社 376,916 12.8 377,193 26.7

有限会社上越米匠 550,518 18.7 ―　 ―

ノーバス・ルイジアナ・エルエルシー
(注）２

1,018,411 34.5 289,543 20.5

ペルテックス・オイル・カンパニー・
エルエルシー

790,980 26.8 538,237 38.1

 (注)１. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２. 前連結会計年度に比べて減少しておりますが、平成19年８月15日付で、リード・ペトロリアム・ピーエル 

シーが連結子会社から持分法適用関連会社になったことによるものであります。　

　

３【対処すべき課題】

当社グループが当面対処すべき主な課題は、以下のとおりであります。

(1) 天然資源開発投資事業における早期の黒字化および安定化

当社グループは、平成18年３月期において天然資源開発投資事業を当社グループの新しい中核事業と

して位置づけ、新規参入し、現在に至っております。

平成17年12月に買収し、完全子会社化したリード社の持株法人であるリード・ペトロリアム・ピーエ

ルシーを上場することにより、当連結会計年度中、当事業における投資収益として、持分変動利益3,487百

万円を計上いたしましたが、一方のロドール社の推進する探鉱事業において成果を挙げることができず、

探鉱資産の除却および同社に係るのれんの一括償却による減損損失5,458百万円を計上いたしました。ま

た、当連結会計年度において、アダヴェイル社に対する投資についても、株式市場の動向に主に起因する

一時的な状況であると判断しているものの、当連結会計年度末時点における同社株式の時価と当社の投

資額とが大きく乖離している事実を重視し、291百万円の投資有価証券評価損を計上するに至っておりま

す。

当事業において、安定した収益を継続的に計上することが重要であり、このため、当社グループは、ポー

トフォリオの分散化およびリストラクチャリングを行い、事業規模の拡大を図ってまいります。リード社

の関連会社化後、当事業における営業収入は、ロドール社が保有するカミ鉱区における石油・ガス生産か

らの営業収入のみとなっております。営業収益の増大のため、当社グループは、引き続きリスクと潜在的

な収益とのバランスを慎重に検討し、資金調達の状況に応じて、従来同社の中核であった深層部探鉱との

比較においてよりリスクが低いと考えられるような探鉱鉱区の権益の獲得や、開発鉱区や生産鉱区を取

得すること等についても検討をしております。
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(2) 資金調達の効率化および多様化

当社グループの収益の安定化および成長のためには、天然資源開発投資事業において、新規資産を獲得

し、また、既存鉱区の探鉱および開発等に継続的に投資を行っていくことが不可欠であります。このため、

資金調達コストの低減および調達方法の多様化が今後も当社グループの重要な課題であると認識してお

ります。

当連結会計年度中に実現したリード・ペトロリアム・ピーエルシーの上場により、当社グループは流

動性の高い資産を保有することとなり、この結果、前述の、HVB銀行およびコニストン社からの融資が可能

となりました。HVB銀行より設定された借入枠については、資金使途がロドール社の探鉱資金に限定され

ており、引き出しを行った元金16.2百万米ドルについては、概ねエンデバーAMI鉱区における探鉱資金と

して充当しております。当社グループの運転資金および事業資金として、さらに資金調達を行うことが不

可欠であると判断しており、本報告書作成時点においても、エクイティ・ファイナンス、デット・ファイ

ナンス、リード・ペトロリアム・ピーエルシー株式の全部または一部の譲渡、またはそれらの組み合わせ

等による資金調達の機会および方法につき検討を重ね、また潜在的調達元との交渉についても鋭意行っ

ております。

　

(3) 成長の見込めない既存事業の見直し

平成17年３月に新経営体制が発足して以降、当社グループは、収益性向上および経営資源のより有効的

な活用のため、各事業の見直しを継続的に行い、その結果、不採算事業の閉鎖等を行ってまいりました。

引き続き、今後成長の見込めない事業については見直しを行い、最適な経営判断を行っていくことが重

要な課題であります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの事業展開上の主なリスク要因には以下のようなものがあります。

以下の記載事項は当社グループの事業上のリスクをすべて網羅するものではありません。また、ここに記

載の内容・事項については、当連結会計年度末時点において当社グループが認識しているものであり、当該

時点以降の諸情勢等の状況により変更されることがあります。

　

(1) 探鉱リスク

ロドール社が主に従事する探鉱事業においては、探鉱に先立ち、権益・リースの取得、技術資料の購入

・評価、掘削リグ等の設備のレンタル等に多くの時間と費用（いわゆる先行投資）を要します。探鉱事業

では、商業性のある天然資源が発見されないという探鉱失敗のリスクのみならず、探鉱を推進する過程に

おいても技術的・地政学的な様々なリスクが存在し、結果として商業性のある天然資源が発見された場

合であっても当初予想した費用および時間を大幅に超過する場合があります。

成功した場合、大きなリターンを見込むことができる可能性のある事業である一方で、失敗の場合は先

行投資がすべて無駄になります。これらの費用は、探鉱開発権として資産計上を行い、成功した場合は、生

産開始後に生産量に応じて（生産高比例法）減価償却を行いますが、失敗した場合は、一括償却し、減損

損失（特別損失)として損失計上されます。

さらに、探鉱事業は資本集約的な性格の事業であるため、探鉱プロジェクト推進のための資金を確保で

きない等の場合には、プロジェクトに参加する権利や鉱区のリースを失うことがあります。このような場

合においては、リース費用等の資産計上された費用の除却による減損損失（特別損失)が生じます。

　

(2) 原油・天然ガス価格変動リスク

当社グループは米国における原油・天然ガスの生産事業を主要な営業収入源としているため、米国に

おける原油・天然ガス市況の動向により当社の業績は大きく左右されます。米国における原油・天然ガ

スの価格はいずれも市場で決定されますが、米国経済や天候等により短期間であっても非常に大きく変

動します。

　

(3) 原油・天然ガス生産量変動リスク

天候または技術的トラブルその他の要因により、既存の生産井の生産量が大幅に低下し、また、既存の

生産井の修繕・アップグレード計画および開発井の掘削進行に遅延が生じる等の理由により、見込みど

おりの生産が達成できないことがあります。

　

(4) 為替変動リスク

当社グループの主な営業収入源は米国における原油・天然ガスの生産事業による収入であるため、円

ドル為替レートの変動により、日本円ベースでの業績は直接的な影響を受けます。

また、為替の変動により、為替差損益が発生するリスクがあります。

　

(5) 金利上昇リスク

当連結会計年度末時点において、合わせて2,680百万円の長期および短期借入金があり、今後の金利上

昇により、費用増加のリスクがあります。
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(6) 規制関連リスク

環境に関する規制等、米国における関連の規制の変更によって、当社グループの中核事業である天然資

源開発投資事業が影響を受ける場合があります。

　

(7) 災害・事故等のリスク

大型ハリケーン等の自然災害による被害や操業中の事故のリスクがあります。このリスクに対しては、

保険の付保により影響を低減するよう努めております。

　

(8) 非操業者リスク

ロドール社が権益を保有するすべての鉱区（生産鉱区または探鉱鉱区)において、同社は、操業者（オ

ペレーター。掘削・設備調整その他全般的なオペレーションにつき、計画の立案、人員および機材の手配、

またオペレーションの監督等をすべて行う権限と義務を有する共同事業者)ではなく、第三者が操業者と

なっております。ロドール社自らオペレーションを直接コントロールすることができないため、意に沿わ

ない状況に陥り、またその状況を速やかに解消できないリスクがあります。

ただし、このようなリスクはあるものの、ロドール社が主に従事する探鉱事業のオペレーターの責任お

よび経済的負担は非常に大きいため、自らオペレーターとなることについては現時点においては検討し

ておりません。

　

(9) 減損リスク

当連結会計年度において、ロドール社に係るのれんについては59百万円を残すほか全額、また同社の探

鉱資産については当連結会計年度末時点の計上額全額減損処理をしております。しかしながら、今後同社

が新たに探鉱を行い、または既存の探鉱鉱区において検査のために支出を行った場合等において、減損損

失が発生するリスクがあります。

　

(10)関連会社非コントロール・リスク

また、ロドール社のれん・探鉱資産以外の資産（リード・ペトロリアム・ピーエルシー株式、アダヴェ

イル社株式、その他の資産）についても減損のリスクがあります。

当連結会計年度末時点において、当社の総資産は、7,242百万円です。うち、リード・ペトロリアム・

ピーエルシー株式は5,571百万円であり、小さくない割合を占めております（総資産に対する割合：

76.9％）。

また当社は、リード社の決算につき、持分法を適用し、持分法投資損益として計上することとしており

ます。当該持分法投資損益が当社連結決算において重要な割合を占めることとなる可能性があります。

リード社は、平成19年８月に持株法人を上場して上場会社となったこと、また、当社の連結子会社でな

く持分法適用会社となったことから、当社は、同社の経営の独立性を重視する立場を表明しております。

このことから、同社の今後の経営方針が必ずしも当社の意に沿わない状況となる可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

１．限度貸付契約

締結日 ：平成19年９月11日

当事者 ：当社

HVB銀行（Bayerische Hypo-Vereinsbank, A.G.）

内　容 ：20百万米ドルの限度貸付に係る契約であります。当社は、当該限度貸付の担保として、リード・ペ

トロリアム・ピーエルシー株式およびLodore US Holdings, Inc.株式を提供しております。返済

期限は平成20年９月11日となっております。

　

２．他社株転換特約付融資契約

締結日 ：平成20年３月４日

当事者 ：当社

コニストン社（Coniston International Capital Limited）

内　容 ：10百万米ドルの融資に係る契約であります（３年満期）。当該融資の担保として、リード・ペト

ロリアム・ピーエルシー株式を提供しているほか（第２順位）、融資先の選択において当該融資

の返済に代えて同株式に一定の転換価額で転換する特約を付しております。

　

３．探鉱事業に係る資金提供に関する契約（ファームイン契約)

締結日 ：平成18年３月９日

当事者 ：ロドール社（Lodore US Holdings, Inc.）

コニストン社（Coniston International Capital Limited）

内　容 ：ロドール社の米国ルイジアナ州南部における３つの探鉱事業（ビッグ・マウス・バヨウ鉱区、エ

ンデバーAMI鉱区およびノースウェスト・カプラン鉱区夫々における第一号の坑井の試掘。以下、

「本件探鉱事業」）のコニストン社に対するファーム・アウトに関する契約であります。本契約

において、コニストン社は、ロドール社が本件探鉱事業において当初有していた権益75%のうちの

35%（各鉱区全権益100%の35%）に相当する権益を取得する対価として、本件探鉱事業の試掘に係

る費用については、本件探鉱事業３つの総額で4,250万米ドルの資金を提供する義務を負ってお

り、ロドール社はすでに全額提供を受けております。なお、ノースウェスト・カプラン鉱区につい

てはロドール社が探鉱参加を断念しており、同鉱区に配賦された金額である15百万米ドルのコニ

ストン社に対する返還義務が発生しております。当社は、当該返還義務に対し保証人となってお

り、同社に対する支払義務が発生しております。

　

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

（総資産）

当連結会計年度末の総資産は7,242百万円で、前連結会計年度末（18,324百万円）と比較し11,082百

万円減少いたしました。これは主に、リード社が連結から除外されたことに加え、同社持株法人上場時

の資金調達の影響による持分変動利益の発生の結果同社に係る関係会社株式の簿価が増加したもの

の、ロドール社の探鉱に関連した減損損失が発生したこと等に起因するものです。

なお、当連結会計年度末の流動資産は880百万円（前連結会計年度末は1,985百万円）、固定資産は

6,361百万円（前連結会計年度末は16,328百万円）、繰延資産は０百万円（前連結会計年度末は11百万

円）でした。

　

（負債）

当連結会計年度末の負債総額は、前連結会計年度末（11,938百万円）と比較して7,394百万円減少

し、4,544百万円となりました。これは主に、リード社の連結除外に伴い、ドイツの大手銀行であるバイ

エリッシェ・ヒポ・フェラインス銀行（以下、「HVB銀行」）からの長期借入金が当社の連結貸借対照

表から除外されたこと、ならびに、当社がHVB銀行およびコニストン社から新たに借入を行ったこと等

により、流動負債は前連結会計年度末（3,545百万円）とほぼ同額の3,458百万円、固定負債については

前連結会計年度末（8,393百万円）から7,307百万円減少の1,085百万円となったことによるものです。

　

（少数株主持分を含めた純資産）

少数株主持分を含めた純資産は、主に当期純損失3,481百万円を計上したことにより、前連結会計年

度末（6,386百万円）に比較して3,688百万円減少し、2,698百万円となりました。

　

(2) 経営成績の分析

「第２　事業の状況　１．業績等の概要」に記載のとおり、当連結会計年度の売上高は1,409百万円、営

業損失は1,096百万円、経常損失は1,437百万円、当期純損失は3,481百万円となりました。
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当社グループは、天然資源関連事業の収益の根源であり、資産の価値を図る上で重要な指標である天然

資源の埋蔵量を拡大すること、特に、予想埋蔵量、推定埋蔵量および探鉱鉱区の未発見の埋蔵量を、探鉱お

よび開発の推進により、確認埋蔵量のレベルに引き上げることを重要な経営指標の一つとしております。

当社グループの当連結会計年度末時点における天然資源可採埋蔵量（以下「埋蔵量」）は、以下のと

おりです。

(単位：10億 当社 ＮＲＩ埋蔵量（当社持分)

立方フィート) 所有比率 １Ｐ ２Ｐ ３Ｐ

ロドール社 100.0% 1.2 1.4 1.7

リード社 41.7% 21.9 51.5 156.9

合計 ― 23.1 52.9 158.7

（注）１ ここで「埋蔵量」とは、可採埋蔵量のことを指しています。すなわち、一定の技術・経済条件において、将来採
収可能な原油・天然ガス等の炭化水素の量のことです。「採収可能」かどうかの判断は、その鉱区の地質的・
油層工学的データに基づき、その時点での一定の経済条件（原油・天然ガス価格の水準、炭化水素の採収のた
めに見込まれる費用、関連する法規制の状況その他）において、油・ガス層から採収し得るか否かという観点
から行います。評価の際は、業界で一般的に用いられる手法が通常用いられます。

２　Ｐ１：Proved -90%の確率

Ｐ２：Probable 　Ｐ１との合計量で50%の確率

Ｐ３：Possible 　Ｐ１、Ｐ２との合計量で10%の確率

でそれぞれ採収可能であると推定される埋蔵量を言います。

１Ｐとは、Ｐ１ベースの埋蔵量のみを言い、２Ｐとは、Ｐ１ベースの埋蔵量とＰ２ベースの埋蔵量の合計を言

い、３Ｐとは、２ＰにさらにＰ３ベースの埋蔵量を合計したものを言います。

３　ＮＲＩ（Net Revenue Interest）：他社が有する権益比率分（オプション分も除く）やロイヤリティー支払

分等を控除した、自社の純収入となる割合を言います。

４　原油埋蔵量は、１バレルあたり６千立方フィートでガス・エクイバレントに換算しております。

５　上記表のロドール社埋蔵量は、米国の独立天然資源エンジニアリング会社（第三者埋蔵量評価会社）である

Collarini Associatesによる平成19年３月１日付のカミ鉱区の査定埋蔵量から、平成20年３月期末までの同

鉱区における生産量を控除した数値を使用しております。

６　上記表のリード社埋蔵量（当社持分）は、リード・ペトロリアム・ピーエルシーの平成20年３月17日付発表資

料「Reserve Update」における、Collarini Associatesによる平成20年４月１日付査定埋蔵量に、当社の同社

所有比率を乗じた数字を使用しております。

７　１立方フィート= 0.02832立方メートル
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

（天然資源開発投資事業）

　ロドール社は、エンデバーAMI鉱区において探鉱井を掘削する等の活動を行い、786百万円の投資を実施い

たしました。

なお、同社の探鉱開発権等については当連結会計年度末において全額減損処理をいたしました。

　

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

　

(1) 提出会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年３月31日現在

事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人)
建物及び構築物 坑井

器具備品及び

車両運搬具
合計

本社

(東京都千代田区）

本社共通・

食品事業
管理設備 4,915 ― 1,921 6,83710（0）　　　　　

加須工場

(埼玉県加須市）
繊維事業 生産設備 4,486 ― 1,247 5,733 5（3）

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数欄の（　）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。　

　

(2) 在外子会社　　

平成20年３月31日現在

事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人)建物及び構築物 坑井
器具備品及び

車両運搬具
合計

ロドール・デラウェ
ア・ペトロリアム・
エルエルシー　　
(米国デラウェア州）

天然資源開発

投資事業
生産設備 ― 389,841 2,548 392,390 4

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

天然資源開発投資事業において、ロドール社は、保有するカミ鉱区の水処理問題解決のための井戸を新

たに掘削する予定であります（時期は未定)。なお、同事業におけるその他の新規探鉱・開発等につきま

しては、今後の資金調達の状況等を踏まえ、決定する意向であります。

　

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

合計 600,000,000

　

②【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 426,400,000426,400,000
ジャスダック
証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない当社における標準とな
る株式

計 426,400,000426,400,000― ―

（注）発行済株式のうち106,400,000株は現物出資（関係会社株式23,940百万円）によるものであります。

　

(2)【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

臨時株主総会決議（平成17年９月２日）

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個） 3,050個 3,050個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 3,050千株 3,050千株

新株予約権の行使時の払込金額 　　１株当たり 220円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年９月３日　　　　　　　　　
　至　平成27年９月２日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 　　　220円　　　　　 資本
組入額　 　110円

同左
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　 事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の行使の条件

１　本新株予約権は、当社の平成
17年４月１日以降に開始する各
連結会計年度における連結損益
計算書の当期純利益累計額が
6,008,781千円を超過した後、最
初に到来する定時株主総会の日
から6ヵ月後に付与された新株
予約権の30%が、12ヵ月後に付与
された新株予約権の30%が、18ヵ
月後に付与された新株予約権の
40%がそれぞれ行使可能となる。

同左

２　本新株予約権は、付与される
新株予約権の個数の一部につ
き、これを行使することができ
るものとする。各新株予約権の
一部行使は、その目的たる株式
の数が、当社の1単元の株式数の
整数倍となる場合に限り、これ
を行うことができる。

同左

３　新株予約権の割当を受けた
者は、当社及び当社子会社の取
締役及び使用人の地位を失った
後も権利を行使することができ
る。ただし、当社及び当社子会社
の就業規則に基づく減給以上の
懲戒処分をうけている場合、そ
の他非合法、反社会的行為によ
り解雇された場合、当社の取締
役会が被付与者の退職後権利行
使が不適当と認めた場合にはこ
の限りでない。

同左

４　新株予約権の割当を受けた
者が権利行使期間開始後に死亡
した場合、相続人がこれを行使
できるものとする。

同左

５　その他、権利行使の条件は当
社取締役会で承認された新株予
約権割当契約書に定めるところ
による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するために
は、取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 　　　　　　　― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　　　　　　　― ―

　

(3)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式 発行済株式
資本金増減額 資本金残高

資本準備金 資本準備金

総数増減数 総数残高 増減額 残高

    (株)     (株)     (千円)     (千円)     (千円)     (千円)

平成16年３月31日
86,098,000166,098,0001,165,5145,830,5141,165,5141,165,514

(注)１

平成17年７月13日
16,902,000183,000,000253,5306,084,044253,5301,419,044

(注)１

平成17年７月15日
10,000,000193,000,000150,0006,234,044150,0001,569,044

(注)１

平成17年９月１日
10,000,000203,000,000150,0006,384,044150,0001,719,044

(注)１

平成17年９月８日
22,000,000225,000,000330,0006,714,044330,0002,049,044

(注)１

平成17年12月15日
102,469,000327,469,00011,578,99718,293,04111,476,52813,525,572

(注)２

平成17年12月19日
10,000,000337,469,000150,00018,443,041150,00013,675,572

(注)１

平成17年12月22日
400,000337,869,0006,00018,449,0416,00013,681,572

(注)１

平成17年12月29日

20,000,000　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
2,866,000

360,735,000

300,000　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

　　　　　
323,858

19,072,899

300,000　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

　　　　　
320,992

14,302,564

(注)１、２

平成18年２月８日
15,000,000375,735,000232,50019,305,399232,50014,535,064

(注)１

平成18年３月23日
49,600,000425,335,000768,80020,074,199768,80015,303,864

(注)１

平成18年６月５日
1,065,000426,400,000120,34520,194,544119,28015,423,144

(注)２

平成18年６月21日
― 426,400,000― 20,194,5446,210,5719,212,572

(注)３

平成19年６月20日
― 426,400,00012,301,6647,892,8799,212,572 ―

(注)４

(注) １　新株予約権の行使

　　　平成14年７月１日～平成14年12月31日の間における権利行使株式数　79,716,000株

　　　発行価格　　　　　27円

　　　資本組入額　　　13.5円

　　　平成15年１月１日～平成15年12月31日の間における権利行使株式数　6,382,000株

　　　発行価格　　　　　28円

　　　資本組入額　　　　14円

　　　平成17年１月１日～平成17年12月31日の間における権利行使株式数　89,302,000株

　　　発行価格　　　　　30円

　　　資本組入額　　　　15円

　　　平成18年１月１日～平成18年３月23日の間における権利行使株式数　64,600,000株

　　　発行価格　　　　　31円

　　　資本組入額　　　15.5円

　　　この行使をもって平成14年７月15日発行の第１回円建て新株予約権の権利行使は完了いたしました。

２　ロドール社株式の公開買付に係る新株式発行
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　　平成17年６月28日開催の取締役会決議において、当社は、平成17年6月28日、当時ロンドン証券取引所AIM市場に

上場していたLodore Resources, Inc.（「ロドール社」）が発行する全株式を公開買付によって取得するこ

とを決定いたしました。当該公開買付を行うために、ロドール社株主（当時）からロドール社株式の現物出資

を受け、これに対し当社の新株式を発行することとし、平成17年12月15日に第一次締切分に対し102,469,000

株、平成17年12月29日に第二次締切分に対し2,866,000株、平成18年6月5日に強制買付分に対し1,065,000株、

それぞれ発行いたしました。

　　　発行価額　　　　225円　

　　　資本組入額　　　113円

３　平成18年６月21日に開催された定時株主総会における決議の結果、資本準備金を6,210,571千円減少しており

ます。

４　平成19年６月20日に開催された定時株主総会における決議の結果、資本金を12,301,664千円、資本準備金を

9,212,572千円減少しております。
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(5)【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 2 13 155 103 93 16,84117,207 ―

所有株式数
(単元)

― 507 4,18616,03287,819 524317,309426,37723,000

所有株式数
の割合(％)

― 0.12 0.98 3.76 20.60 0.12 74.42100.00 ―

(注) １　自己株式21,437株は「個人その他」に21単元、「単元未満株式の状況」に437株含めて記載してあります。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義失念分の株式を434単元含めて記載してあります。
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(6)【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住　所　
所有株式(千
株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

エムエルピー
エフエスカストディー

SOUTH TOWER WORLD FINANC
IAL CENTER
NEW YORK NY 10080-0801 USA

39,392 9.23

畑崎　広敏 兵庫県芦屋市六麓荘町 7,375 1.72

エスアイエス セガ 
インターセトル エージー

BASLERSTRASSE 100,
 CH-4600 OLTEN, SWITZERLAND6,389 1.49

松井　佳久 大阪府大阪市城東区古市 5,425 1.27

クレディット スイス 
チューリッヒ

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.
BOX 600
CH-8070 ZURICH, SWITZERLAND

4,751 1.11

シティグループ・グローバル・
マーケッツ・インク

388 GREENWICH STREET NEW YORK,
N.Y. 10013 U.S.A 4,411 1.03

エイチエスビーシー　バンク
ピーエルシー　クライアンツ　
ノンタックス　トリーティ

8 CANADA SQUARE,
 LONDON E14 5HQ 4,178 0.97

ドイチェ ウエートバビアサービス
バンク　エージー リ　
ドレスナー リ エクイティーズ

P.O. BOX 90 01 39,60441 FRAN
KFURT,
GERMANY

4,151 0.97

泉　修 静岡県御殿場市新橋 3,284 0.77

株式会社プラスオン
代表取締役　畑崎　美代子 兵庫県芦屋市六麓荘町 3,274 0.76

計 ― 82,630 19.37

(注) １　上記表は、平成20年３月31日付の株主名簿を元に作成しております。

２　第１順位のエムエルピー エフエスカストディー（名義人）の所有株として記載した39,392千株のうち、当社

筆頭株主でありその他の関係会社であるクロスビー・キャピタル・パートナーズ・リミテッドが実質株主と

して所有しかつ基準日において議決権を有していた25,350千株（議決権比率5.96%）が含まれております。な

お、クロスビー・キャピタル・パートナーズ・リミテッドは、平成20年２月22日付で、同社が第三者との間で

締結した株券消費貸借契約による議決権比率低下により、当社の主要株主ではなくなっております。ただし、

株券消費貸借契約の対象である60,000千株を含め、85,350千株（所有割合20.02%）を所有しており、また、同

社グループと当社と役員が兼務する関係にあることから、当社は、引き続き、当社のその他の関係会社として

認識しております。

３　第６順位のシティグループ・グローバル・マーケッツ・インク（名義人）の所有株として記載した4,411千株

のうち、3,381,199株については、平成20年３月31日時点で当社取締役であり、同日時点および本報告書提出日

時点において当社子会社ロドール社の代表者であるロバート・チャールズ・ウィリアムズが代表を務める

シェイク・アンド・トゥイスト・リミテッドが実質株主として所有しております。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
株主として権利内容に制限の
ない標準となる株式普通株式 21,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 426,356,000425,922 同上

単元未満株式 普通株式 23,000 ― 同上

発行済株式総数 426,400,000　　　　　― ―

総株主の議決権 ― 425,922 ―

(注) １　「単元未満株式」の欄には当社所有の自己株式437株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、434千株含まれておりますが、当該

株式に係る議決権434個については「議決権の数(個)」の欄からは除いております。

　

②【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社アイビーダイワ

東京都千代田区平河町
二丁目１番２号

21,000 ― 21,000 0.0

計 ― 21,000 ― 21,000 0.0
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(8)【ストックオプション制度の内容】

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280

条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき，平成17年９月２日臨時株主総会において特別決議されたも

のであります。この詳細は第4提出会社の状況（２）新株予約権等の状況に記載されております。

発行決議の日（取締役会） 平成17年９月16日

付与対象者の区分および人数(名)
取締役（８名）および

従業員（14名）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の数 3,050個

新株予約権の目的となる株式の数 3,050,000株

新株予約権の払込金額 220円(注２)

新株予約権の行使期間
自平成19年９月３日

至平成27年９月２日

新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権は、当社の平成17年４月１日以降に開始す
る各連結会計年度における連結損益計算書の当期純利益累
計額が6,008,781千円を超過した後、最初に到来する定時株
主総会の日から６ヵ月後に付与された新株予約権の30%が、
12ヵ月後に付与された新株予約権の30%が、18ヵ月後に付与
された新株予約権の40%がそれぞれ行使可能となる。

②　本新株予約権は、付与される新株予約権の個数の一部に
つき、これを行使することができるものとする。各新株予約
権の一部行使は、その目的たる株式の数が当社の１単元の
株式数の整数倍となる場合に限り、これを行うことができ
る。

③ 新株予約権の割当を受けた者は、当社及び当社子会社の
取締役及び使用人の地位を失った後も権利を行使すること
ができる。ただし、当社及び当社子会社の就業規則に基づく
減給以上の懲戒処分をうけている場合、その他非合法、反社
会的行為により解雇された場合、当社の取締役会が被付与
者の退職後権利行使が不適当と認めた場合はこの限りでな
い。

④ 新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間開始後に
死亡した場合、相続人がこれを行使できるものとする。

⑤ その他、権利行使の条件は当社取締役会で承認された新
株予約権割当契約書に定めるところによる

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 　　　　　　　　　　 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

　　　　　　　　　　 ―

(注) １　新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式数につきましては、平成20年６月26日現在付与されている

個数およびそれに応答する株式数です。

２　当社が株式分割または併合を行う場合には、１株当たりの行使価格を次の算式により調整し、調整の生じる１

円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後行使価格 ＝ 調整前行使価格 ×
1

分割・併合の比率

　　上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価格の調整を必要と認める場合には、必要かつ合理的な範囲で、当社の取締役が１株当たりの行使価

格を適切に調整できるものとする。

３　新株予約権の消却の事由および条件

　①当社は、取締役会の決議により、被割当者が行使し得なくなった本新株予約権を無償で消却することができる

ものとする。
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　②当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案また

は株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき、その他企業再編等において当社取締役会が必要と認め

るときは、本新株予約権の全部を取締役会の決定する価格(無償を含む)で消却することができる。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株）
価額の総額
（千円）

当事業年度における取得自己株式 1,009 43

当期間における取得自己株式 260 5

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式数は含めておりません。

　

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移
転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他　（―） ― ― ― ―

保有自己株式数 21,437 ― 21,697 ―

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。

　

３【配当政策】

当社は、将来における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金を確保

しつつ、経営成績に応じた株主への利益還元を継続的に行うことを目標とし、また、基本方針としておりま

す。

なお、営業利益を安定的に計上し得る状況を確保し得た段階で、配当性向の目処等の具体的な数値目標を

設定します。

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項につき、将来的な事業戦略を勘案しつつ

経営成績に応じた株主への利益還元を継続的に行い、また機動的な資本政策を実行するため、法令に別段の

定めがある場合を除いて、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定めることとする旨を定款で

定めております。

当期につきましては、当期純損失を計上しているため、無配といたしました。
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４【株価の推移】

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 34 32 317 281 65

最低(円) 7 12 18 44 16

(注)　最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャス

ダック証券取引所の公表のものです。

　

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 38 34 48 58 29 25

最低(円) 29 24 17 23 22 16

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所の公表のものです。

　

EDINET提出書類

株式会社アイビーダイワ(E00597)

有価証券報告書

 37/114



５【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

最高経営
責任者

髙　橋　正　紀 昭和16年７月13日生

昭和40年７月 三井物産株式会社入社

(注)
３

510

昭和63年10月 同社天然ガス部長

平成６年６月 米国三井物産上級副社長

兼ロスアンゼルス店長

平成10年１月 三井石油開発株式会社移籍

平成10年６月 同社取締役

平成15年６月 同社代表取締役副社長

平成17年１月 同社顧問

平成17年８月 当社顧問

平成17年６月 当社代表取締役社長 (現在)

代表取締役
副社長

財務経理
責任者

山　下　喜八郎 昭和16年８月26日生

昭和42年４月 極東石油工業株式会社入社

(注)
３

120

昭和58年10月 三井石油開発株式会社出向

(経理部部長代理)

平成元年４月 三井石油開発株式会社入社

(財務部次長)

平成２年４月 Norske Moeco A/S代表

平成４年８月 三井石油開発株式会社　財務部長

平成８年６月 同社事業第一部長

平成10年６月 同社取締役事業第一部長

平成11年６月 同社取締役経理部長

(経理部・財務部統合)

平成13年６月 同社常務取締役 CFO

平成15年６月 同社専務取締役 CFO

平成16年６月 同社代表取締役専務取締役 CFO 

平成17年６月 同社顧問

平成17年９月 当社副社長執行役員 CFO

平成18年６月 当社取締役

平成20年６月 当社代表取締役副社長 (現在)

取締役
副社長

海外業務
責任者

スティーヴン
サミュエル 
フレミング

(Stephen Samuel
 Fleming)

昭和46年７月25日生

 平成５年 Cambridge Technology Group入社

(注)
３

―

 平成７年 Robertson, Stephens & Company入社

 平成13年 Harvard Business School卒業

 平成13年 Massachusetts Renewable

Energy Trust,Venture Capital

Program ディレクター

 平成17年 Asia Debt Management

Hong Kong Limited

シニア・インベストメント・

アナリスト (現任)

平成20年６月 当社取締役副社長（現在)

(保有資格等) MBA

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)
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取締役

ジョニー コック　 
チェン チャン　
（Johnny Kok　　　
 Chung Chan）

 

昭和34年12月10日生

昭和58年12月Chase Manhattan Bank N.A.入社

(注)
３

200

平成３年11月 Citicorp International Limited

入社

平成５年12月 Union Bank of Switzerland入社

平成９年４月 Bear Stearns Asia Limited入社

平成11年８月 Crosby Capital Limited 

(旧Techpacific Capital Limited)

取締役副会長CEO

平成14年４月 Crosby (Hong Kong) Ltd.

(旧Crosby Capital Partners

(Hong Kong) Ltd.)

グループ・マネージング・

ディレクター (現任)

平成17年６月 当社代表取締役副社長

平成19年６月 当社代表取締役

平成20年４月 Crosby Asset Management Inc. 

(旧Crosby Capital Partners Inc.)

 エグゼクティブ・ディレクター 

(現任)

平成20年４月 Crosby Capital Limited

取締役 (現任)

平成20年６月 当社取締役 (現在)

取締役 吉　田　敏　之 昭和32年３月９日生

 昭和56年 三井物産株式会社入社

(注)
３

―

 平成６年 Mitsui Oil (Asia) Pty. Ltd.

上級副社長

 平成10年 三井物産株式会社エネルギー本部

 平成13年 Novus Petroleum Limited

取締役会オブザーバー

 平成16年 Thompson & Knight LLP

米国ダラス事務所

 平成17年 Thompson & Knight LLP

米国ニューヨーク事務所（現任)

 平成19年 Thompson & Knight LLP

東京連絡事務所代表（兼務)（現任)

平成20年６月 当社取締役（現在)

(保有資格等) 米国ニューヨーク州弁護士、

米国国際石油交渉者協会会員

取締役

ロバート
クライヴ
アップルビー
(Robert Clive
 Appleby)

昭和36年８月２日生

 昭和57年 Lehman Brothers 

マネージング・ディレクター

(注)
３

―

 平成６年 Credit Agricole Indosuez

マネージング・ディレクター 

(Asian Fixed Income)

 平成６年 Singapore Foreign Exchange

MarketsCommittee, Monetary

Authority of Singapore

評議会議員

 平成９年 Asia Debt Management

Hong Kong Limited 

取締役チーフ・インベストメント

・オフィサー(現任)

平成20年６月 当社取締役（現在)

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)
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常勤
監査役

荒　木　洋　光 昭和17年２月７日生

昭和39年４月 三井物産株式会社入社

(注)
４

30

昭和53年11月米国三井物産株式会社

アトランタ支店

平成元年３月 タイ国三井物産株式会社

副社長兼金属部長

平成４年７月 三井物産株式会社　鉄鋼貿易本部

鉄鋼貿易事業部長

平成５年４月 同社　広報室長

平成７年11月 同社　マニラ支店長

平成11年10月同社　検査役室長

平成14年６月 三井石油開発株式会社　常勤監査役

平成17年12月当社顧問

平成18年６月 当社常勤監査役 (現在)

(保有資格等) 公認内部監査人

監査役 佐　藤　和　利 昭和21年２月９日生

昭和39年４月 ミズノ株式会社入社

(注)
５

―

平成６年４月 ミズノゴルフバード株式会社

代表取締役

平成12年７月 株式会社昼夜通信啓衆社

代表取締役

平成13年６月 当社監査役 (現在)

監査役 古　澤　　徹 昭和46年５月４日生

平成９年２月 センチュリー監査法人

(現：新日本監査法人) 入所

(注)
６

―

平成13年４月 古澤徹公認会計士事務所開設（現任)

平成17年６月 有限会社英語屋 取締役 (現任)

平成17年７月 Manchester Business School卒業

平成20年６月 当社監査役 (現在)

(保有資格等) 公認会計士、税理士、MBA

計 860

　 (注) １　取締役吉田敏之およびロバート・アップルビーは、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役佐藤和利および古澤徹は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る株主総会終結の時ま

でであります。

４　監査役荒木洋光の任期は、補欠として選任された平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３

月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役佐藤和利の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

６　監査役古澤徹の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

７　所有株式数については、本報告書提出日現在の株式数を記載しております。

８　当社では、経営の意思決定・監督と業務執行の機能を明確に分離することにより、双方の機能強化、経営組織の

強化を図るため、執行役員制度を導入しております。本報告書提出日現在における執行役員は下記のとおりで

す。

地位 氏名 担当

社長執行役員 髙橋　正紀 最高経営責任者

副社長執行役員 山下　喜八郎 財務経理担当責任者

副社長執行役員 スティーヴン・サミュエル・フレミング 海外業務担当責任者

専務執行役員 豊島　慶子 経営管理責任者
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、当社経営理念に基づく経営目的を達成するために、子会社を含む統制体制の充実、リスク管理

体制の強化、開示統制体制の確立等を通して、コンプライアンス意識の徹底、経営の健全性、透明性および

効率性を確保することをコーポレート・ガバナンスと定義しており、監査役（および監査役会）による

経営監視を基盤としたコーポレート・ガバナンスの充実を、経営の最重要課題の一つと位置づけ、株主を

始めとするステークホルダーの皆さまのご期待に応えるべく、企業価値の向上に努めております。

　

(2) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関に関する基本説明 

当社は、重要な経営意思の決定および業務執行の監督機関として取締役会、業務執行機関として代表

取締役、監査機関として監査役(会)を設置しております。

また、迅速な業務執行および牽制・検証機能の強化を目的として執行役員制度を導入しており、法令

により取締役会の責務と定められている事項を除き、業務の執行に係る決定権およびそれに係る代表

取締役以下の業務執行権限を、それぞれ執行役員会および執行役員以下の業務ラインに委譲しており

ます。 

　

②　内部統制システムの整備の状況

当社は、上記①の体制を通じて、内部統制システム構築における基本である職務分掌、すなわち、経営

意思決定と業務執行の分離、および責任と権限の明確化を図っております。

その結果として、取締役会、代表取締役、執行役員会、執行役員以下の業務ラインの各々がその本来的

職責に専念することによる全社的な最適化が実現され、意思決定や業務執行の迅速性・効率性が向上

すると同時に、各々の間に牽制・検証機能が働くことにより適切な業務運営が確保される体制が確立

しております。

また、業務の適正性を確保する観点、ならびに適正性を確保することが終局的には効率性の維持向

上、資産の保全、財務報告の信頼性の確保、および法令遵守体制の確立にも資するとの観点から、当社

は、内部統制システム構築の責任部署である経営管理グループが、同じく社長直属の独立部門である内

部監査室、さらには監査役(会)と連携しつつ、会社および役職員の行動の基礎となる企業倫理方針やリ

スク管理を始めとする規程等の社内ルールの策定、ならびにルールに沿った運用の実践に関して、ルー

ル面・運用面双方からの適宜・適切な改善および社内浸透を主導しております。

　

③　リスク管理体制の整備の状況

上述のリスク管理に関する規程の策定・運用等に加えて、ガバナンス機能の有効性を保証・増進す

るとともに、コンプライアンスの側面からのリスク管理を徹底するための制度として、当社は平成19年

１月に代表取締役社長の諮問機関としてコンプライアンス委員会を発足させております。同委員会は

定期的に開催され、社外の経験豊富な弁護士を委員に迎えて、公正・中立な立場より当社のコンプライ

アンス体制の整備・改善につき積極的に提言を行い、内部通報制度の導入その他経営の健全性および

透明性の確保を推進しております。

EDINET提出書類

株式会社アイビーダイワ(E00597)

有価証券報告書

 41/114



これらの結果として、新執行体制の発足および天然資源開発投資事業への経営基盤転換以来の重要

課題であった、経営基本規程、経営組織規程、機能別運用規程および運用マニュアルの再整備作業、なら

びに統制環境、リスク管理体制の整備、正確かつ充分な情報の整理とその適時・適正な伝達の仕組み

は、企業インフラの抜本的な見直し・再設計を通じてこれまでに構築を完了しており、また、継続して、

実際の運用を通じてさらなる改善を図っております。

　

④　コーポレート・ガバナンスおよび内部統制システム模式図

上述の、会社の機関および内部統制システムの関係と概要については、下図をご参照下さい。 
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(3) ＩＲ活動の充実

当社は、ＩＲ 担当の執行役員を設置し、会社情報の適時・適切な開示および株主をはじめとするス

テークホルダーの窓口としての権限と責任を付与しており、当該執行役員が長を務める経営管理グルー

プを管轄部署としております。

ジャスダック証券取引所への情報開示については、ＩＲ 担当の執行役員が中心となり、適時適正性は

無論のこと、業績に与えるリスク開示等、投資家保護のため、情報の透明性を一層追求するべく日々精進

しております。

このほか、当社のホームページ上で、有価証券報告書・決算短信等の決算情報、適時開示情報および株

主総会関連資料等の基本的なＩＲ 資料を種類別に区分して掲載するほか、社長メッセージの年６回程度

の頻度での掲載、適時開示以外のコーポレートリリースの掲載、会社説明会資料の掲載、関連会社および

投資先企業が発表した資料へのリンクの掲載、また、事業の内容にも詳しく触れたＱ＆Ａ（よくある質

問）の掲載等を行うことで、投資家の方々に対しできる限り当社の現状と展望を詳しく正確にご理解い

ただけるよう努めております。また、事前にメールアドレスを登録した投資家の方々に対して、マイナー

更新の場合を除き、ホームページに新しい情報を掲載した場合にメール配信による通知を行う機能を設

定しております。このほか、外国人投資家比率の高さに鑑み、ホームページに掲載の資料等は一部の例外

を除きすべて英語でも同じ内容の資料（翻訳版）を日本語と同時に掲載しております。

また当社は、毎年株主総会後には、同会場において経営近況報告会を開催し、株主総会にご出席の株主

およびご招待者の方々に対し、当社代表取締役社長および子会社社長等主要経営陣により、主に経営全般

および事業遂行の状況等をご説明し、その他に最低年１回（合計年２回以上）の個人投資家向け説明会

を開催することとしております。個人投資家向けの説明会においては、一方的な情報提供にとどまらず、

質疑応答の時間をできるかぎり設けるよう努め、株主および個人投資家の方々の疑問にお答えすると同

時に、意見収集の場として活用しております。

これらに加えて、機関投資家、アナリストおよびメディア向けには、主として当社の事業性とその実情

につき、個別の説明会を随時行っております。

　

(4) 内部監査および監査役監査、会計監査の状況

①　内部監査および監査役監査 

当社の内部監査体制については、他の業務部門から独立した社長直轄の内部監査室(１名)を設置す

るとともに、内部監査規程に基づく年間内部監査計画を作成し、個別の内部監査実施要領に準拠して、

内部監査を実施しております。監査は業務上の不正および誤謬の発見にとどまらず、未然の不正防止お

よび各業務ラインの業務遂行状況も重視して実施し、社長に報告書を提出しております。さらに、必要

な改善事項等について社長と協議する仕組みを構築しております。当期においては、金融商品取引法に

おける財務報告に係る内部統制報告制度の導入に対する準備を行うにあたり、内部管理体制を全般的

に見直すほか、体制整備および文書化を行うにあたっての助言を与える等の活動に特に注力いたしま

した。

当社の監査役監査については、法令遵守体制を強化し、コーポレート・ガバナンスを充実させる観点

から、監査役３名のうち２名が社外監査役であり（当連結会計年度末時点。ただし有価証券報告書提出

日において変更はありません）、また各監査役はそれぞれ監査実務や会計分野等における実績と専門

性を有しております。各監査役およびそれにより構成される監査役会は、取締役の職務の執行が法令お

よび定款を遵守して行われているか否かを監査する適法性に係る業務監査、ならびに関連法令の規定

を遵守した会計監査を実施しております。 
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なお、内部監査室長と監査役は、必要に応じ具体的問題に関して協議を行っているほか、日常的に緊

密な連絡を保持し、連携を強化し監査にあたっております。

　

②　会計監査

当社の会計監査については、監査法人により、日本の会計基準に準拠した正確な会計処理が行われて

いるか否かにつき徹底した監査が実施され、その結果に関しては、当社における会計責任部署である財

務経理グループに伝達されるとともに、監査役による事前検証を経た後、最終的に取締役会へ報告され

ております。 

　なお、監査役は事前検証の際に必要に応じて監査法人との相互協議を行っているほか、内部監査室長

も必要に応じて監査法人との会合に出席し、または面談の機会を持つなど、各々連携を図っておりま

す。

　

③　監査法人に関する事項及び監査報酬の内容

当社の監査法人に関する事項については、以下の通りであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

 久島　昭弘  明和監査法人

 川﨑　浩  明和監査法人

　　　監査業務に係る補助者は、公認会計士１名、会計士補２名であります。

　

明和監査法人

 監査報酬 11,400 千円

  公認会計士法第2条第1項に
  規定する業務に基づく報酬

　11,400 千円

　上記以外の業務に基づく報酬 ―　千円

　

(5) 役員報酬の内容

役員報酬 77,289 千円

  取締役に支払った報酬  58,089 千円

  監査役に支払った報酬  19,200 千円

　上記のうち、社外役員２名
  (社外監査役２名)
  に対して支払った報酬

9,600 千円

　

(6) 会社法第427条第１項に規定する契約（責任限定契約）の締結状況

当社は、社外役員として有用な人材を迎えることができるよう、会社法第427条第１項の規定に基づき、

定款において、社外取締役、社外監査役および会計監査人との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲

に限定する契約を締結できる旨を定めております。

当社は、現任の社外役員全員（社外取締役４名、社外監査役２名、合計６名）との間で、当該責任限定契

約を締結しております。

その契約内容の概要は以下のとおりであります。

・ 社外取締役・監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第427

条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。
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・ 上記責任限定が認められるのは、社外取締役・監査役がその責任の原因となった職務の遂行につい

て善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。
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(7) 社外取締役および社外監査役と会社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

①　社外取締役と会社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

社外取締役吉田敏之が現職で所属するThompson & Knight LLPと当社には、人的関係または資本的関係

はなく、一部取引関係がありますが、スポット取引であり、一般の取引条件と同様に決定しているため、特

別の利害関係はありません。

社外取締役ロバート・アップルビーが現職で取締役を務めるAsia Debt Management　Hong Kong　

Limitedと当社には、人的関係または資本的関係はなく、また、本報告書作成時点において、一定の取引に

係る協議を行っているほか取引関係もなく、特別の利害関係はありません。また、当該協議中の取引を実

施する場合においても、一般の取引条件と同様に決定いたします。

社外取締役スティーヴン・フレミングは、Asia Debt Management Hong Kong Limitedの従業員であり、

同社と当社には、人的関係または資本的関係はなく、また、本報告書作成時点において、一定の取引に係る

協議を行っているほか取引関係もなく、特別の利害関係はありません。また、当該協議中の取引を実施す

る場合においても、一般の取引条件と同様に決定いたします。

②　社外監査役と会社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

社外監査役佐藤和利は他の会社の役職等を兼務しておらず、同氏と当社には、人的関係、資本的関係、ま

た取引関係はなく、特別の利害関係はありません。 

社外監査役古澤徹および同氏が代表を務める古澤徹公認会計士事務所、ならびに同氏が取締役を務め

る有限会社英語屋のいずれも、当社との間で、人的関係、資本的関係、また取引関係はなく、特別の利害関

係はありません。

　

(8) コーポレート・ガバナンス体制に影響を与えうる定款の定めに関する事項

①　取締役の定数

当社は、取締役を９名以内とする旨を定款で定めております。 

　

②　取締役の選解任の決議要件に関する会社法と異なる別段の定め

当社は、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することのできる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決権を行使するこ

とのできる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨を定款で定めております。 

　

③　株主総会決議事項を取締役会で決議できることとする等の定め

当社は、自己株式の取得につき、業績の状況および経済情勢の変化等に対応して財務政策その他の経

営諸施策を機動的に行うことを可能とするため、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議を

もって自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

当社は、社外役員として有用な人材を迎えることができるよう、会社法第426条第１項の規定に基づ

き、会社法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む）、監査役（監査役であった者を含む）、

および会計監査人（会計監査人であった者を含む）の責任につき、善意でかつ重大な過失がない場合

は、法令が定める額を限度として取締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めてお

ります。

また当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項につき、将来的な事業戦略を勘

案しつつ経営成績に応じた株主への利益還元を継続的に行い、また機動的な資本政策を実行するため、

法令に別段の定めがある場合を除いて、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定めること
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とする旨を定款で定めております。

　

④　株主総会の特別決議要件の変更

当社は、会社法第309条第２項の定めによるべき決議は、安定的な株主総会運営の確保を通じた機動

的な会社意思決定により、迅速かつ柔軟な事業遂行を実現するため、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨を定款で

定めております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(１) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(２) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）及び前事業年度（平成18年４

月１日から平成19年３月31日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度（平成

19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

で）は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表につい

て、明和監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金　　 855,342 121,724

　２　受取手形及び売掛金 ＊３ 355,066 395,774

　３　たな卸資産 43,066 74,679

　４　前払費用 139,897 30,802

　５　短期貸付金 10,980 ―

　６　未収入金 56,061 199,770

　７　短期保証金 484,445 21,863

　８　その他 41,012 36,426

      貸倒引当金 △501 △430

　　　流動資産合計 1,985,37210.8 880,61112.2

Ⅱ　固定資産

(１)　有形固定資産

　１　建物及び構築物 43,899 36,493

　　　減価償却累計額 △27,113 16,786 △27,091 9,401

　２　坑井　 ＊１ 3,355,185 877,848

　　　減価償却累計額 △538,9172,816,268 △488,006389,841

　３　器具備品及び車両運搬具 59,491 22,964

　　　減価償却累計額 △23,825 35,666 △17,246 5,717

　　　有形固定資産合計 2,868,72115.7 404,9615.6

(２)　無形固定資産

　１　のれん 6,070,419 59,914

　２　探鉱開発権 ＊１ 7,279,971 ―

　３　その他 15,041 4,240

　　　無形固定資産合計 13,365,43272.9 64,1550.9
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(３)　投資その他の資産

  １　投資有価証券 66,370 239,991

　２　関係会社株式 ＊１ ― 5,571,914

　３　出資金 50 50

　４　長期貸付金 459,496 476,566

　５　破産債権・更生債権等 1,481 272

　６　長期営業債権 223,350 223,350

　７　長期前払費用 12,609 12,269

　８　差入保証金 66,089 87,766

　　　貸倒引当金 △735,309 △720,189

　　　投資その他の資産合計 94,1390.5 5,891,99181.3

　　　固定資産合計 16,328,29389.1 6,361,10887.8

Ⅲ　繰延資産

　１　株式交付費 11,312 903

　　　繰延資産合計 11,3120.1 903 0.0

　　　資産合計 18,324,977100.0 7,242,623100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 149,934 75,331

　２　短期借入金 ＊２ 566,640 ―

　３　一年内返済予定の長期借入金 ＊１,４ ― 1,679,084

　４　未払金 1,056,718 143,422

　５　未払費用 298,842 35,401

　６　未払法人税等 39,751 1,415

　７　預り金 1,428,515 1,511,280

　８　賞与引当金 4,786 7,122

　９　その他 ― 5,434

　　　流動負債合計 3,545,19019.3 3,458,49247.7

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ＊１ 6,674,693 1,001,900

　２　繰延税金負債 1,233,818 1,172

　３　退職給付引当金 5,925 108

　４　廃坑引当金 478,050 82,656

　５　その他 890 ―

　　　固定負債合計 8,393,37845.8 1,085,83815.0

　　　負債合計 11,938,56865.1 4,544,33062.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 20,194,544110.2 7,892,879109.0

　２　資本剰余金 9,212,57250.3 ― ―

　３　利益剰余金 △23,367,150△127.5 △5,334,253△73.7

　４　自己株式 △1,792△0.0 △1,835△0.0

　　　株主資本合計 6,038,17333.0 2,556,78935.3

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価差額金 3,203 0.0 1,7080.0

　２　為替換算調整勘定 △42,958△0.2 139,7942.0

　　　評価・換算差額等合計 △39,754△0.2 141,5032.0

Ⅲ　少数株主持分 387,9912.1 ― ―

　　　純資産合計 6,386,40934.9 2,698,29237.3

　　　負債純資産合計 18,324,977100.0 7,242,623100.0
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②【連結損益計算書】

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 2,947,997100.0 1,409,801100.0

Ⅱ　売上原価 2,181,08674.0 1,134,86480.5

　　　売上総利益 766,91026.0 274,93619.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ＊１ 2,813,78895.4 1,371,32497.3

　　　営業損失 2,046,877△69.4 1,096,387△77.8

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 32,035 17,844

　２　受取配当金 52 21

　３　為替差益 18,722 ―

　４　雑収入 3,384 54,1941.8 20,572 38,4372.8

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 548,078 239,799

　２　資金調達コスト ― 72,495

　３　株式交付費償却 10,279 10,408

　４　為替差損 ― 55,562

　５　その他 6,372 564,73019.2 852 379,11926.9

　　　経常損失 2,557,413△86.8 1,437,069△101.9

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ＊２ 112 ―

　２　持分変動利益 ＊３ 1,792,784 3,487,422

　３　貸倒引当金戻入額 ― 14,410

　４　還付事業税 ― 137,004

　５　その他 28,8321,821,72961.8 ― 3,638,837258.1

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ＊４ 125 ―

　２　投資有価証券評価損 ― 291,513

　３　減損損失 ＊７ 21,919,344 5,458,302

　４　貸倒引当金繰入額 734,765 ―

　５　棚卸資産評価損 43,066 ―

　６　棚卸資産廃棄損 10 428

　７　資産再評価調整額 ＊５ 54,552 ―

　８　原状回復費 ＊６ 252,32423,004,190780.3 ― 5,750,244407.9

　　　税金等調整前当期純損失 23,739,874△805.3 3,548,475△251.7

　　　法人税、住民税及び事業税 3,755 2,862

　　　法人税等調整額 △288,597△284,842△9.7 ― 2,8620.2

　　　少数株主損失 ― ― 69,9985.0

　　　当期純損失 23,455,032△795.6 3,481,340△246.9
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 20,074,19915,303,864△6,122,690 △1,300 29,254,072

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 120,345 119,280 239,625

　資本準備金の取崩(注) △6,210,5716,210,571 ―

　当期純損失 △23,455,032 △23,455,032

　自己株式の取得 △491 △491

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計(千円) 120,345△6,091,291△17,244,460 △491 △23,215,897

平成19年３月31日残高(千円) 20,194,5449,212,572△23,367,150△1,792 6,038,173

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高(千円) △2,470 △24,095 △26,565 13,467 29,240,974

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 239,625

　資本準備金の取崩(注) ―

　当期純損失 △23,455,032

　自己株式の取得 △491

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

5,674 △18,863 △13,189 374,523 361,334

連結会計年度中の変動額合計(千円) 5,674 △18,863 △13,189 374,523△22,854,564

平成19年３月31日残高(千円) 3,203 △42,958 △39,754 387,991 6,386,409

(注)　平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 20,194,5449,212,572△23,367,150△1,792 6,038,173

連結会計年度中の変動額

　資本金の取崩 △12,301,664 12,301,664 ―

　資本準備金の取崩 △9,212,5729,212,572 ―

　当期純損失 △3,481,340 △3,481,340

　自己株式の取得 △43 △43

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計(千円) △12,301,664△9,212,57218,032,897 △43 △3,481,383

平成20年３月31日残高(千円) 7,892,879 ― △5,334,253 △1,835 2,556,789

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日残高(千円) 3,203 △42,958 △39,754 387,991 6,386,409

連結会計年度中の変動額

　資本金の取崩 ―

　資本準備金の取崩 ―

　当期純損失 △3,481,340

　自己株式の取得 △43

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△1,494 182,752 181,258 △387,991 △206,732

連結会計年度中の変動額合計(千円) △1,494 182,752 181,258 △387,991△3,688,116

平成20年３月31日残高(千円) 1,708 139,794 141,503 ― 2,698,292
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
  至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　税金等調整前当期純損失 △23,739,874 △3,548,475

　　減価償却費 315,959 297,561

　　減損損失 21,919,344 5,458,302

　　のれん償却額 1,123,949 185,760

　　探鉱開発権償却額 318,754 63,795

　　たな卸資産評価損 43,066 ―

　　たな卸資産廃棄損 10 428

　　退職給付引当金の増減額 166 △5,816

　　貸倒引当金の増減額 735,266 △13,708

　　賞与引当金の増減額 3,447 2,335

　　株式交付費償却 10,279 10,408

　　資産再評価調整額 54,552 ―

　　投資有価証券評価損 ― 291,513

　　持分変動利益 △1,792,784 △3,487,422

　　固定資産除却損 125 ―

　　固定資産売却益 △112 ―

　　受取利息及び受取配当金 △32,087 △17,865

　　支払利息 548,078 239,799

　　為替差損益 18,722 55,562

　　売上債権の増減額 37,459 △260,226

　　還付事業税 ― △137,004

　　たな卸資産の増減額 1,230 △35,287

　　未収入金の増減額 210,206 △157,696

　　長期前払費用の増減額 △61,991 340

　　仕入債務の増減額 △392,912 32,317

　　その他 1,261,307 801,041

　　小計 582,165 △224,335

　　利息及び配当金の受取額 32,087 17,865

　　利息の支払額 △486,007 △369,906

　　法人税等の支払額 △2,419 △2,862

　　その他 ― 98,668

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 125,826 △480,570
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日  
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日  
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △3,293,182 △2,111,862

　　無形固定資産の取得による支出 △1,054,787 △1,762,343

　　投資有価証券の取得による支出 ― △467,801

　　短期貸付金の回収による収入 409,873 13,909

　　その他 △252,181 △470,463

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △4,190,277 △4,798,560

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　短期借入金の純増減額 △552,589 △519,064

　　長期借入れによる収入 2,155,033 5,276,508

　　連結子会社の株式の発行による収入 ― 10,853,203

　　自己株式の取得による支出 △491 △43

    連結子会社の第三者割当増資による収入　 2,190,040 ―

　　その他 △2,322 ―

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 3,789,670 15,610,604

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 352 30,107

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △274,428 10,361,579

Ⅵ　連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少 ― △11,095,197

Ⅶ　現金及び現金同等物期首残高 1,129,771 855,342

Ⅷ　現金及び現金同等物期末残高 855,342 121,724
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 １　連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　　　９社 　　連結子会社の数　　　５社

　　連結子会社の状況 　　連結子会社の名称

　　　ロドール・ＵＳ・ホールディングス・インク 　　　ロドール・ＵＳ・ホールディングス・インク

　　　ロドール・デラウェア・
　　　　　　　　　　　　ペトロリアム・エルエルシー

　　　ロドール・デラウェア・
　　　　　　　　　　　　ペトロリアム・エルエルシー

　　　ロドール・ルイジアナ・エルエルシー 　　　ロドール・ルイジアナ・エルエルシー

　ロドール・オイル・アンド・ガス・

　　　　　　　　　　　テキサス・エルエルシー

　ロドール・オイル・アンド・ガス・

　　　　　　　　　　　  テキサス・エルエルシー

　ロドール・オイル・アンド・ガス・エルピー 　ロドール・オイル・アンド・ガス・エルピー

　　　ダーシー・エナジー・ホールディングス・
　　　　　　　　　　　　　　　　ＵＫ・リミテッド

　　　ダーシー・エナジー・ＵＳ・インク

　　　ダーシー・エナジー・

　　　　　　　　　ホールディングス・エルエルシー

　　　

　　　ダーシー・エナジー・エルエルシー

なお、当連結会計年度における連結子会社の異動は以

下の通りであります。

なお、当連結会計年度における連結子会社の異動は以

下の通りであります。

(新規)７社 　　　　　　―――――――――

　　　ロドール・ＵＳ・ホールディングス・インク 　　　

　　　ロドール・デラウェア・

　　　　　　　　　　　　ペトロリアム・エルエルシー

　　　ロドール・ルイジアナ・エルエルシー 　　　

　ロドール・オイル・アンド・ガス・

　　　　　　　　　　　テキサス・エルエルシー

　

　ロドール・オイル・アンド・ガス・エルピー 　

　ダーシー・エナジー・ホールディングス・

　　　　　　　　　　　　　　ＵＫ・リミテッド

　

　ダーシー・エナジー・ＵＳ・インク 　

(消滅)２社 (連結除外)４社

　ロドール・リソース・インク 　ダーシー・エナジー・ホールディングス・

　　　　　　　　　　　　　　ＵＫ・リミテッド　

　ダーシー・エナジー・ホールディングス・インク 　ダーシー・エナジー・ＵＳ・インク　

　ダーシー・エナジー・

　　　　　　　ホールディングス・エルエルシー

　ダーシー・エナジー・エルエルシー

ロドール・リソース・インクは、当連結会計年度中、ケ

イマン諸島法人から米国デラウェア州法人に登記変更

を行い、米国デラウェア州法人ロドール・リソース・

インクとなり、その直後、別途取得していたロドール・

ＵＳ・ホールディングス・インクの子会社であるロ

ドール・デラウェア・ペトロリアム・エルエルシーと

合併を行い、ロドール・リソース・インクは消滅し、ロ

ドール・デラウェア・ペトロリアム・エルエルシーが

存続しております。この一連の再編により、１法人(ロ

ドール・リソース・インク)が消滅し、５法人が当連結

会計年度中に新たに加わることになりました。

上記４社は、平成19年４月１日から６月30日(第１四半

期)までの金額を連結に含め、その後平成19年７月１日

以降は、連結の範囲から除外しております。

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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また、当連結会計年度中、当社はダーシー・エナジー・

ホールディングス・ＵＫ・リミテッドを新規に設立

し、その直後、ダーシー・エナジー・ホールディングス

・ＵＫ・リミテッドがダーシー・エナジー・ＵＳ・イ

ンクを新規に設立、さらにその直後、ダーシー・エナ

ジー・ＵＳ・インクがダーシー・エナジー・ホール

ディングス・インクと合併を行い、ダーシー・エナ

ジー・ホールディングス・インクは消滅し、ダーシー

・エナジー・ＵＳ・インクが存続しております。この

一連の再編により、１法人(ダーシー・エナジー・ホー

ルディングス・インク)が消滅し、２法人が当連結会計

年度中に新たに加わることとなりました。

２　持分法の適用に関する事項 ２　持分法の適用に関する事項

―――――――――――――――――― (1) 持分法を適用した関連会社の数　　４社　　　　　　

当連結会計年度中、当社連結子会社であった下記４社

は、当社の持分比率低下により、連結除外となり、新た

に持分法適用関連会社となりました。

  ダーシー・エナジー・ホールディングス・

　　　　　　　　　　　　　　ＵＫ・リミテッド　

  ダーシー・エナジー・ＵＳ・インク　

　ダーシー・エナジー・

　　　　　　　ホールディングス・エルエルシー

　ダーシー・エナジー・エルエルシー

さらに、上記４社は、平成19年７月に下記の通り各々

名称を変更しております。

　リード・ペトロリアム・ピーエルシー

　リード・ペトロリアム・インク

　リード・ペトロリアム・

　　　　　　ホールディングス・エルエルシー

　リード・ペトロリアム・エルエルシー

(2) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が　

　　あると認められる事項

持分法適用会社については、平成19年６月30日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しておりま

す。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項 ３　連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致し

ております。

なお、12月31日決算であった海外子会社は当連結会計

年度より決算日を３月31日に変更しております。

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致し

ております。

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項 ４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ　有価証券の評価基準及び評価方法 　イ　有価証券の評価基準及び評価方法

　①　その他有価証券 　①　その他有価証券

時価のあるもの　　 時価のあるもの　　　　　　

―――――――――――― 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、総平均法による原価法により算

定しております。

時価のないもの　 時価のないもの　

総平均法による原価法によって評価しておりま

す。　

同　　左

　ロ　たな卸資産の評価基準及び評価方法 　ロ　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　①　商品　　　　　　　　　　 ①　商品　　　　　　　　　

移動平均法による原価法により評価しております。 同　　左
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　②　製品 仕掛品 貯蔵品　 ②　製品 仕掛品 貯蔵品　

先入先出法による低価法により評価しております。 同　　左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産　イ　坑井　　生産高比例法　 　①　有形固定資産　イ　坑井　　生産高比例法　

　　　　　　　ロ　その他　定率法 　　　　　　　ロ　その他　定率法　　　　　　　

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法によっております。なお、主な

耐用年数は以下のとおりであります。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法によっております。なお、主な

耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物　　　　　８～31年

　　　車両運搬具　　　　５年

　　　建物　　　　　８～31年

　　　車両運搬具　　　　５年

　　　工具器具備品　４～20年 　　　工具器具備品　４～20年

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額資産は３

年で償却しております。

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額資産は３

年で償却しております。

　(会計方針の変更)

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政

令第83号）)に伴い、当連結会計年度から、平成19年４

月１日以降に取得したものについては、改正後の法人

税法に基づく方法に変更しております。

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

　(追加情報)

当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する方法によっており

ます。　

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

　②　無形固定資産　

　イ　探鉱開発権　　生産開始時期から生産高比例法

　　　　　　　　　　にて償却しております。

　②　無形固定資産　

　イ　探鉱開発権　　同　　左

ロ　その他　　　　ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

ロ　その他　　　　同　　左

③　長期前払費用　期間（５年）に応じた経過月数で償

却しております。

③　長期前払費用　　同　　左

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(3) 重要な繰延資産の処理方法 (3) 重要な繰延資産の処理方法

　①　株式交付費 　①　株式交付費

　　３年間で均等償却しております。 　　同　　　左

(4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金 　①　貸倒引当金

売上債権の貸倒損失に備えるため一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

　　同　　　左

　②　賞与引当金 　②　賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見

込額のうち当連結会計期間の負担額を計上してお

ります。

　　同　　　左

　③　退職給付引当金 　③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計期間末

における退職給付債務の見込額に基づき、当連結会

計期間末において発生していると認められる額を

計上しております。

　　同　　　左

④　廃坑引当金　　　 ④　廃坑引当金　
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生産終結時における生産設備の撤去等の廃坑費用

の支出に備えるため、廃坑計画に基づき、当該費用

見積額と期間を基準に計上しております。

　　同　　　左

(5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

　　同　　　左

(6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 (6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定に含めておりま

す。

　　　同　　　左

(7) 重要なヘッジ会計の方法 (7) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法 　①　ヘッジ会計の方法

在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づいて、

ヘッジ対象に係る損益を認識する方法を採用して

おります。ただし、金利スワップ取引については、特

例処理の要件を充足している場合は、特例処理に

よっております。

　　　同　　　左

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　デリバティブ取引
　　　　　　　（金利スワップ取引及び商品価
　　　　　　　　格ヘッジ取引）

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　同　　　左

ヘッジ対象　　　借入金の元本と金利

　③　ヘッジ方法 　③　ヘッジ方法

借入金元本返済のリスクを回避する目的で商品価

格ヘッジ取引を行い、また借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワップ取引を行っており

ます。ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行ってお

ります。

　　同　　　左

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　④　ヘッジ有効性評価の方法 　④　ヘッジ有効性評価の方法

商品価格ヘッジ取引及び金利スワップについては、

ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変

動の累積及び相場変動の累計を比較し、両者の変動

額等を基礎にして判断しております。金利スワップ

取引については、特例処理によっているものは、有

効性評価を省略しております。

　　同　　　左

（8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 （8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　①　消費税等の会計処理 　①　消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。 　　同　　　左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

　　同　　　左

６　探鉱開発権及びのれんの償却に関する事項 ６　探鉱開発権及びのれんの償却に関する事項

(1) 探鉱開発権及びのれんの認識 (1) 探鉱開発権及びのれんの認識

在外子会社の買収に関わる会計処理は「企業結合に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　

平成15年10月31日)に準拠し、買収によって獲得した権

利を探鉱開発権及びのれんとして認識しております。

買収後の探鉱開発に係る支出については資産計上し、

生産段階で償却しております。

　　同　　　左
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(2) 探鉱開発権の償却 (2) 探鉱開発権の償却

生産高比例法により償却しております。 　　同　　　左

(3) のれんの償却 (3) のれんの償却

20年間で均等償却しております。 　　同　　　左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限が到来す

る短期投資からなっております。

　　  同　　　左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 　――――――――――――

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平

成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用して

おります。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は

5,998,418千円であり、この変更による損益に与える

影響はありません。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しており

ます。　

　探鉱開発権 　　――――――――――――

従来、探鉱開発権は生産開始時期から20年で償却し

ておりましたが、開発井における埋蔵量及び生産量

が合理的に把握できることになったため、当連結会

計年度から生産高比例法による償却に変更しており

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、探鉱開発権に含ま

れていた営業権については、のれんとして計上し、20

年間で均等償却しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い 　　――――――――――――

当連結会計年度から、「繰延資産の会計処理に関す

る当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年

８月11日　実務対応報告第19号）を適用しておりま

す。

当連結会計年度以降に支出した株式交付費について

は、株式交付のときから３年間で定額法により償却

しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

前連結会計年度において繰延資産の内訳として表示

していた「新株発行費」は、当連結会計年度より

「株式交付費」として表示する方法に変更しており

ます。

前連結会計年度において営業外費用の内訳として表

示していた「新株発行費償却」は、当連結会計年度

より「株式交付費償却」として表示する方法に変更

しております。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　企業結合に係る会計基準等 　　――――――――――――　

当連結会計年度から、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　

平成17年12月27日　企業会計基準第７号）並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会　平成18年12月

22日　企業会計基準適用指針第10号）を適用してお

ります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

＊１　担保資産及び担保付債務

　　　以下の通りプロジェクトファイナンスによる借入 金

の担保として資産を担保に供しております。

　　　担保に供している資産の額（簿価）

坑井 2,134,416千円

探鉱開発権 5,886,758千円

計 8,021,174千円
　　　上記に対応する債務

長期借入金 6,674,693千円

＊１　担保資産及び担保付債務

　　　以下の通り貸出コミットメント契約、および他社株転

換特約付ローン契約における借入金の担保として

資産を担保に供しております。

　　　担保に供している資産の額（簿価）

坑井 389,841千円

関係会社株式 5,571,914千円

計 5,961,755千円
なお、連結上消去された連結子会社株式、
2,563,374千円が下記の借入金の担保として供さ
れております。

　　　上記に対応する債務

一年内返済予定の長期借入金 1,679,084千円

長期借入金 1,001,900千円

計 2,680,984千円

＊２　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

流動負債 短期借入金 566,640千円

＊２　      ――――――――――――

　　

＊３　連結会計年度末日満期手形

　　 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。

受取手形 2,864千円

＊３　      ――――――――――――

　　 

＊４　      ―――――――――――― ＊４　貸出コミットメント契約

　　　当社においては、バイエリッシェ・ヒポ・フェライン

ス銀行とコミットメント契約を締結しており、当

連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入未実行残高等は以下の通りであります。

貸出コミットメントの総額 2,003,800千円

借入未実行残高 324,716千円

差引額 1,679,084千円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

＊１　販売費及び一般管理費のおおよその割合は販売費

 0.2％、一般管理費 99.8％であります。

　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 623,064千円

法定福利費 13,886

のれん償却額 1,123,949

賃借料 84,061

保険料 102,129

旅費交通費 147,416

業務委託料 254,242

支払手数料 146,764

顧問料 84,482

＊１　販売費及び一般管理費のおおよその割合は販売費

 0.3％、一般管理費 99.7％であります。

　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 421,818千円

法定福利費 16,332

のれん償却額 185,760

賃借料 67,521

保険料 75,195

旅費交通費 66,393

業務委託料 32,449

支払手数料 213,326

＊２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ＊２　　　　―――――――――――

器具備品及び車両運搬具 112千円

＊３　持分変動利益 ＊３　持分変動利益

　　　持分変動利益は、ダーシー社の第三者割当増資による

ものであります。

　　  連結子会社であるリード・ペトロリアム・ピーエル

シーの上場に伴う少数株主に対する時価発行増資

によるものであります。　

　　

＊４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ＊４　　　　―――――――――――

器具備品及び車両運搬具 125千円

＊５　資産再評価調整額 ＊５　　　　―――――――――――

　　　米国子会社において資産を再評価したことに伴い発

生したものであります。

 

　　　

＊６　原状回復費 ＊６　　　　―――――――――――　

　　　ロドール社が所有する鉱区における不慮の事故によ

る原状回復に係る損失であります。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

＊７　減損損失 ＊７　減損損失

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。　

　(１)減損損失を認識した資産グループの概要 　(１)減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類 その他

北米
天然資源開
発投資事業

のれん・
探鉱開発権

―

          同      左

　(２)減損損失の認識に至った経緯 　(２)減損損失の認識に至った経緯　

　　　ロドール社が保有する鉱区のうちビッグ・マウス・

バヨウ鉱区等については、技術的に解決すべき制

約の存在により商業性が明確でないことが判明し

た等の理由により、株式取得時に検討した事業計

画において想定した予想可採埋蔵量に伴う収益の

見込みがなくなったことから、当該鉱区に係る探

鉱開発権及びのれんについて減損損失として特別

損失に計上しております。

　　　試掘結果が商業生産に値する成果を得ることが出来

ないと判断したため、当該探鉱鉱区の費用、および

当該鉱区に配賦したのれん、5,458,302千円を減損

損失として計上しております。

　(３)減損損失の金額 　(３)減損損失の金額

のれん 19,083,809千円

探鉱開発権 2,835,535

のれん 2,630,693千円

探鉱開発権 2,827,608

　(４)資産のグルーピングの方法 　(４)資産のグルーピングの方法

　　　当社グループは、原則として事業の種類別毎、会社毎、

鉱区毎にグルーピングをしております。

          同　　　左

　(５)回収可能価額 　(５)回収可能価額

　　　当該分野における専門の鑑定人により予想可採埋蔵

量に関する評価書を主な資料として回収可能価額

を算定しております。

          同　　　左　　　
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 425,335,000 1,065,000 ― 426,400,000
　

(変動事由の概要) 

増加は強制買付に伴う新株の発行によるものであります。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 16,876 3,552 ― 20,428
　

(変動事由の概要) 

増加は単元未満株式の買取りによるものであります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 426,400,000 ― ― 426,400,000
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,428 1,009 ― 21,437
　

(変動事由の概要) 

増加は単元未満株式の買取りによるものであります。

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株）
当連結会計年
度末残高
　（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストックオプション
としての新株予約権

普通株式 ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ―
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金勘定 855,342千円

預金期間が３か月を超える定期預金 ―千円

現金及び現金同等物 855,342千円
　

　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日)

現金及び預金勘定 121,724千円

預金期間が３か月を超える定期預金 ―千円

現金及び現金同等物 121,724千円
　

　　重要な非資金取引の内容

ロドール社の強制買付に伴う新株発行

　　――――――――――――――――――――

資本金増加額 120,345千円

資本準備金増加額 119,280千円

少数株主持分減少額 △13,467千円

のれん増加額 226,157千円
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(リース取引関係)

前連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器
具備品

32,3408,24724,093

合計 32,3408,24724,093

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。　

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器
具備品

32,34015,47116,869

合計 32,34015,47116,869

(注)　　　　　　　同　　左

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 7,224千円

１年超 16,869千円

24,093千円

１年内 6,594千円

１年超 10,275千円

16,869千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 6,594千円

減価償却費相当額 6,594千円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

支払リース料 7,224千円

減価償却費相当額 7,224千円

(注)　　　　　　　同　　左

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年内 17,589千円

１年超 47,810千円

65,399千円

　　　　　　　　  同　　左

 

２   　―――――――――――――

　

EDINET提出書類

株式会社アイビーダイワ(E00597)

有価証券報告書

 69/114



(有価証券関係)

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

連結貸借対照表計上額(千円）

   その他有価証券

    非上場株式 66,370

　

当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

　連結貸借対照表計上額が
　取得原価を超えないもの

　株式（注） 176,140 176,140 ―

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投

資有価証券評価損291,513千円を計上しております。

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

連結貸借対照表計上額(千円）

   その他有価証券

    非上場株式 63,851
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．取引の状況に関する事項　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

１．取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容及び利用目的等

在外連結子会社は、借入金元本返済リスク及び金利変動リスクを回避するために商
品価格ヘッジ取引及び金利スワップ取引を利用して所在地国の会計基準に基づいて
ヘッジ会計を行っております。

(2) 取引に対する取組方針

在外連結子会社のデリバティブ取引は、限度額を実需の範囲とし、投機目的の取引ま
たはレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。

(3) 取引に係るリスクの内容

デリバティブ取引の契約先は信用度の高い銀行であるため、相手先の契約不履行に
よる信用リスクはほとんどないと判断しております。

(4) 取引にかかるリスク管理体制

在外連結子会社のデリバティブ取引のリスク管理体制については、社内規定に従い
担当役員の承認を得て担当部署が行っております。

　

２．取引の時価等に関する事項

在外連結子会社の利用しているデリバティブ取引は、所在地国の会計基準に基づいてすべて

ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除外しております。
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当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．取引の状況に関する事項　

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

１．取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容及び利用目的等

在外連結子会社は、借入金元本返済リスク及び金利変動リスクを回避するために商
品価格ヘッジ取引及び金利スワップ取引を利用して所在地国の会計基準に基づいて
ヘッジ会計を行っております。

(2) 取引に対する取組方針

在外連結子会社のデリバティブ取引は、限度額を実需の範囲とし、投機目的の取引ま
たはレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。

(3) 取引に係るリスクの内容

デリバティブ取引の契約先は信用度の高い銀行であるため、相手先の契約不履行に
よる信用リスクはほとんどないと判断しております。

(4) 取引にかかるリスク管理体制

在外連結子会社のデリバティブ取引のリスク管理体制については、社内規定に従い
担当役員の承認を得て担当部署が行っております。

　

２．取引の時価等に関する事項

在外連結子会社の利用しているデリバティブ取引は、所在地国の会計基準に基づいてすべて

ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除外しております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

　

２　退職給付債務及びその内訳

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

(1) 退職給付債務 (千円) △8,182 △318

(2) 年金資産 (千円) 2,261 209

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) (千円) △5,925 △108

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 (千円) ― ―

(5) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)(千円) △5,925 △108

(6) 前払年金費用 (千円) ― ―

(7) 退職給付引当金(5)－(6) (千円) △5,925 △108

(注)　当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用の内訳

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

退職給付費用 (千円) 2 ―

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　  簡便法を採用しているため、該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）

(1)　ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年９月16日

付与対象者の区分及び人数 取締役８名および従業員14名

株式の種類 普通株式

株式の付与数 （株） 3,050,000

付与日 平成17年９月16日

権利確定条件

決議日在籍の取締役及び使用人に対し付与され、連結損益計算書の当
期純利益累計額が6,008,781千円を超過した後、最初に到来する定時
株主総会の日から６ヵ月後、12ヵ月後、18ヵ月後それぞれ30%、
30%、40%の権利が確定します。

対象勤務期間 該当事項はありません。

権利行使期間 平成19年９月３日から平成27年９月２日まで

　

(2)　ストック・オプションの規模及び変動状況

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年９月16日

権利確定前

　期首（株） 3,050,000

　付与（株） ―

　失効（株） ―

　権利確定（株） 3,050,000

　未確定残（株） ―

権利確定後

　期首（株） ―

　権利確定（株） 3,050,000

　権利行使（株） ―

　失効（株） ―

　未行使残（株） 3,050,000

　
②単価情報

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年9月16日

権利行使価格（円） 220

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価
（円）

―
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当連結会計年度（自平成19年４月１日至平成20年３月31日）

(1)　ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年９月16日

付与対象者の区分及び人数 取締役８名および従業員14名

株式の種類 普通株式

株式の付与数 （株） 3,050,000

付与日 平成17年９月16日

権利確定条件

決議日在籍の取締役及び使用人に対し付与され、連結損益計算書の当
期純利益累計額が6,008,781千円を超過した後、最初に到来する定時
株主総会の日から６ヵ月後、12ヵ月後、18ヵ月後それぞれ30%、
30%、40%の権利が確定します。

対象勤務期間 該当事項はありません。

権利行使期間 平成19年９月３日から平成27年９月２日まで

　

(2)　ストック・オプションの規模及び変動状況

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年９月16日

権利確定前

　期首（株） 3,050,000

　付与（株） ―

　失効（株） ―

　権利確定（株） 3,050,000

　未確定残（株） ―

権利確定後

　期首（株） ―

　権利確定（株） 3,050,000

　権利行使（株） ―

　失効（株） ―

　未行使残（株） 3,050,000

　
②単価情報

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年9月16日

権利行使価格（円） 220

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価
（円）

―

　

EDINET提出書類

株式会社アイビーダイワ(E00597)

有価証券報告書

 75/114



(税効果会計関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　 (繰延税金資産)

税務上の繰越欠損金 3,734,161千円

その他 755,830

繰延税金資産小計 4,489,991

評価性引当額 △3,582,789

繰延税金資産合計 907,202

　　 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △2,197

資産再評価益 △2,138,825

繰延税金負債合計 △2,141,022

繰延税金負債の純額 △1,233,818
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　 (繰延税金資産)

税務上の繰越欠損金 3,616,309千円

その他 397,821

繰延税金資産小計 4,014,130

評価性引当額 △4,014,130

繰延税金資産合計 ―

　　 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △1,172

繰延税金負債合計 △1,172

繰延税金負債の純額 △1,172
　

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

　　異の原因となった主要な項目別の内訳

　　税金等調整前当期純損失を計上しているため記載しておりません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

天然資源開発
投資事業
(千円)

繊維事業
(千円)

食品事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ　売上高及び
　　営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

1,809,391211,170927,4352,947,997 ― 2,947,997

(2) セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,809,391211,170927,4352,947,997 ― 2,947,997

営業費用 3,133,924216,239914,4344,264,598730,2764,994,874

営業利益
(△営業損失)

△1,324,532△5,069 13,000△1,316,601(730,276）△2,046,877

Ⅱ　資産、減価償却
　  費、減損損失
　　及び資本的支出

資産 17,864,784103,571 79,47218,047,827277,15018,324,977

減価償却費 1,747,3832,577 ― 1,749,9604,2031,754,163

減損損失　 21,919,344 ― ― 21,919,344 ― 21,919,344

資本的支出 4,578,526 ― ― 4,578,5261,9854,580,511

（注）１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品（役務を含む）

（１)天然資源開発投資事業 ガス、石油及びその他の天然資源の探鉱開発及び生産事業

（２)繊維事業 工業用ミシン糸、製袋用ミシン糸、非常用水土嚢（ウォーターゲル）

（３)食品事業 米穀、青果物

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(777,500千円)の主なものは、当社(本社)の

総務、財経部門等管理部門に係る費用等であります。

 ４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（277,150千円）の主なものは、当社での余資運用資産

（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

５  不動産事業及びその他の事業は廃止したことにより、当連結会計年度においてはセグメントから除外して

おります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

天然資源開発
投資事業
(千円)

繊維事業
(千円)

食品事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ　売上高及び
　　営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

827,781204,826377,1931,409,801 ― 1,409,801

(2) セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 827,781204,826377,1931,409,801 ― 1,409,801

営業費用 1,413,132187,577375,8161,976,526529,6622,506,188

営業利益
(△営業損失)

△585,350 17,248 1,377△566,724(529,662）△1,096,387

Ⅱ　資産、減価償却
　  費、減損損失
　　及び資本的支出

資産 6,765,38193,062 68,4226,926,865315,7577,242,623

減価償却費 541,098 2,005 ― 543,104 4,013 547,117

減損損失　 5,458,302 ― ― 5,458,302 ― 5,458,302

資本的支出 4,121,364 ― ― 4,121,3641,5804,122,944

（注）１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品（役務を含む）

（１)天然資源開発投資事業 ガス、石油及びその他の天然資源の探鉱開発及び生産事業

（２)繊維事業 工業用ミシン糸、製袋用ミシン糸、非常用水土嚢（ウォーターゲル）

（３)食品事業 青果物

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(558,530千円)の主なものは、当社(本社)の

経営管理、財務経理等管理部門に係る費用等であります。

 ４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（315,757千円）の主なものは、当社での余資運用資産

（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

日本
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 1,138,6051,809,3912,947,997 ― 2,947,997

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,138,6051,809,3912,947,997 ― 2,947,997

　　営業費用 1,130,6733,133,9244,264,598730,2764,994,874

　　営業利益
　　(△営業損失)

7,931△1,324,532△1,316,601(730,276)△2,046,877

Ⅱ　資産 183,04317,864,78418,047,827277,15018,324,977

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

 北米……………米国等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（777,500千円）の主なものは、当社(本社)の

総務部門等管理部門に係る費用等であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（277,150千円）の主なものは、当社での余資運用資産（現

金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

日本
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 582,019827,7811,409,801 ― 1,409,801

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 582,019827,7811,409,801 ― 1,409,801

　　営業費用 563,3931,413,1321,976,526529,6622,506,188

　　営業利益
　　(△営業損失)

18,626△585,350△566,724(529,662)△1,096,387

Ⅱ　資産 337,6246,589,2406,926,865315,7577,242,623

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

 北米……………米国等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（558,530千円）の主なものは、当社(本社)の

経営管理、財務経理等管理部門に係る費用等であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（315,757千円）の主なものは、当社での余資運用資産（現

金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,809,391 1,809,391

Ⅱ　連結売上高（千円） ― 2,947,997

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

61.3 61.3

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米……………米国等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 827,781 827,781

Ⅱ　連結売上高（千円） ― 1,409,801

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

58.7 58.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米……………米国等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(US$)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

コニスト
ン・イン
タ ー ナ
ショナル
・キャピ
タル・リ
ミテッド

英領
バージ
ン諸島

1 投資業 　（―） ― 借入他

融資取引・
ファームイ
ン契約

2,329,339
短期借
入金

566,640

利息の支払 49,257
未払費
用

1,813

(注) １ 上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。　

２ 上記借入については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(US$)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

コニスト
ン・イン
タ ー ナ
ショナル
・キャピ
タル・リ
ミテッド

英領
バージ
ン諸島

1 投資業 　（―） ―
資金の借
入

融 資 取 引
ファームイ
ン契約

576,788― ―

他社株転換
特約付ロー
ン契約
(注)２・３

1,001,900
長期借
入金

1,001,900

11,701
未収入
金

11,701

利息の支払 38,023― ―

資金調達コ
ストの支払

57,959― ―

手数料の支
払

3,953
前払費
用

21,884

保証金の差
入(注)２

37,571
差入保
証金

37,571

債務保証
債務保証
(注)４

1,502,850― ―

ク ロ ス
ビ ー ・
コ ー ポ
レート・
ファイナ
ンス(ホー
ルディン
グス)リミ
テッド

ケイマ
ン諸島

1
投資持株会
社

　（―） ― 株式取得
株式の取得
(注)５

467,654
投資有
価証券

176,140

手数料の支
払

14,087― ―

(注) １　上記借入については、一般の取引条件と同様に決定しております。

２　他社株転換特約付ローン契約における保証金として、375,000ドルを差し入れております。

３　他社株転換特約付ローン契約において、リード・ペトロリアム・ピーエルシー、およびロドール・ＵＳ・ホー

ルディングス・インクの株式を担保提供しております。（第二順位）

４　ロドール・ＵＳ・ホールディングス・インクの試掘費用1,500万ドルの債務保証をしております。

５　クロスビー・コーポレート・ファイナンス（ホールディングス）リミテッドを通じてアダヴェイル社の株式

を取得しております。なお、取得価額は市場価格等を勘案して決定しております。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 14円07銭 6円33銭

１株当たり当期純損失 55円03銭 8円16銭

なお、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益については、１株
当たり当期純損失であり、希薄
化効果を有している潜在株式が
存在しないため記載しておりま
せん。

なお、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益については、１株
当たり当期純損失であり、希薄
化効果を有している潜在株式が
存在しないため記載しておりま
せん。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額　

項目
前連結会計年度 当連結会計年度
(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 6,386,409 2,698,292

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

387,991 ―

　（うち少数株主持分） (387,991) (　―　)

普通株式に係る純資産額（千円） 5,998,418 2,698,292

普通株式の発行済株式数（千株） 426,400 426,400

普通株式の自己株式数（千株） 20 21

１株当たり純資産額の算定に用いられた　
期末の普通株式の数（千株）

426,379 426,378

　

２　１株当たり当期純損失

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純損失金額(円） 55円03銭 8円16銭

当期純損失(千円） 23,455,032 3,481,340

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(千円） 23,455,032 3,481,340

普通株式の期中平均株式数(千株） 426,191 426,378

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

(当社発行新株予約権）
平成17年９月２日臨時株主総会決
議ストックオプション
　　　　（新株予約権3,050個）
　　　　　普通株式3,050,000株
　　　――――――――――

(当社発行新株予約権）
平成17年９月２日臨時株主総会決
議ストックオプション
　　　　（新株予約権3,050個）
　　　　　普通株式3,050,000株
(持分法適用関連会社発行)
　　　　　新株予約権
　　　　　普通株式4,145,863株
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(重要な後発事象)

前連結会計年度(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日)

1. 資本金の額および資本準備金の額の減少

当社は、平成19年５月15日開催の取締役会において、資本金の額および資本準備金の額の減少について

決議し、平成19年６月20日開催の定時株主総会において承認可決されました。

(1) 目的

当連結会計年度末における繰越利益剰余金(当期純損失)21,514,237千円を一掃し、財務体質を早急

に改善することを目的としたものであり、将来において、利益指標における株主利益を最大限に重視し

た経営を行っていくための方策であります。

(2) 実施の要領

①減資の要領

（減少する資本の額）

平成19年３月31日時点の資本の額20,194,544千円を12,301,664千円減少して、7,892,879千円とい

たします。

発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみを無償で減少する方法によります。

②準備金減少の要領

（減少する準備金の額）

平成19年３月31日時点の資本準備金9,212,572千円から全額を取り崩します。

(3) 剰余金の処分

資本金の額および資本準備金の額の減少により生じるその他資本剰余金の全額を、欠損の填補にあ

てるため、繰越利益剰余金に振り替える処理をいたします。

(4) 日程

取締役会決議日 平成19年５月15日

債権者異議申述公告日 平成19年６月５日

定時株主総会決議日 平成19年６月20日

債権者異議申述最終期日 平成19年７月５日

効力発生日（予定） 平成19年７月５日

　

当連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】
　

区分
前期末残高　　 (千

円）
当期末残高　　 (千

円）
平均利率(％) 返済期限

短期借入金 566,640 ― ― ―

１年以内返済予定の長期借入金　
(注）１

― 1,679,084 6.1 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のも
のを除く)(注）２、３

6,674,6931,001,900 7.5平成23年３月４日

リース債務(１年以内に返済予定のも
のを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 7,241,3332,680,984 ― ―

（注）１「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 ２ 長期借入金の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

― 1,001,900 ― ―

 ３ 借入金利は、契約日から６ヶ月経過後から発生します。

　

(2)【その他】

当社は、平成20年６月19日　ADM Galleus Fund Limited (Asia Debt Management Hong Kong

Limitedが管理運営する子会社)との間で、Bayerische Hypo-und Vereinsbank AG (HVB銀行)、

およびConiston International Capital Limitedに対し、当社グループが有する債務約43百万

米ドル(約46.9億円)全額の借り換えを主たる目的とし、当社子会社Asia Special Situations

GJP1 Limited を通じて、47.3百万米ドル(約51億円）の融資の借入契約を締結しました。

Asia Special Situations GJP1 Limitedは、ADM Galleus Fund Limitedによって、平成20年６月３日付

で設立され、その後、平成20年６月16日付で、当社グループにおけるファイナンス、および

Leed Petroleum PLC(リード社)の株式の管理運用等を行うことを目的として、その全株式を

ADM Galleus Fund Limitedから譲り受け、子会社といたしました。

また、本件融資の実行のため、当社は、現在当社が保有するリード社株式104,615千株すべてを本件融資

の借主たる子会社Asia Special Situations GJP1 Limitedに現物出資の形で移転することといたしまし

た。

なお、本件現物出資が完了した時点で、同社に対する出資額は、当社の資本金の額の100分の10以上相当

額となる見込みあり、子会社Asia Special Situations GJP1 Limitedは、当社の特定子会社になる予定で

す。
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 121,369 111,543

　２　受取手形 ＊４ 22,623 18,552

　３　売掛金 95,505 94,947

　４　製品 32,650 32,149

　５　仕掛品 8,962 4,843

　６　貯蔵品 1,454 1,257

　７　前払費用 8,221 30,802

　８　短期貸付金 ＊３ 1,928,043 ―

　９　未収収益 ＊３ 85,639 80,123

　10　未収入金 ＊３ 52,778 15,863

　11　未収消費税 15,866 7,312

　12　その他 ― 618

　　　貸倒引当金 △501 △430

　　　流動資産合計 2,372,61327.5 397,5845.5

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　１　建物 36,493 36,493

　　　　減価償却累計額 △25,172 11,320 △27,091 9,401

　　２　車両運搬具 4,529 4,529

　　　　減価償却累計額 △3,266 1,262 △3,732 796

　　３　工具器具備品 10,379 10,827

　　　　減価償却累計額 △6,173 4,205 △8,454 2,372

　　　有形固定資産合計 16,7880.2 12,5700.2
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　(2) 無形固定資産

　　１　電話加入権 1,210 1,210

　　２　ソフトウェア 2,804 3,030

　　　無形固定資産合計 4,0140.1 4,2400.0

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 66,370 239,991

　　２　関係会社株式 ＊１ 5,383,121 3,805,016

　　３　出資金 50 50

　　４　長期貸付金 459,496 476,566

　　５　関係会社長期貸付金 738,974 2,691,238

　　６　破産債権・更生債権等 1,481 272

　　７　長期営業債権 223,350 223,350

　　８　長期前払費用 12,609 12,269

　　９　差入保証金 ＊３ 65,282 87,766

　　　　貸倒引当金 △735,309 △720,189

　　　投資その他の資産合計 6,215,42872.1 6,816,33194.3

　　　固定資産合計 6,236,23172.4 6,833,14394.5

Ⅲ　繰延資産

　１　株式交付費 11,312 903

　　　繰延資産合計 11,3120.1 903 0.0

　　　資産合計 8,620,156100.0 7,231,631100.0

　

EDINET提出書類

株式会社アイビーダイワ(E00597)

有価証券報告書

 86/114



　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 75,029 75,331

　２　短期借入金 ＊３ 566,640 ―

　３　一年内返済予定の長期借入金 ＊1,5 ― 1,679,084

　４　未払金 22,186 68,406

　５　未払費用 1,473 18,739

　６　未払法人税等 39,751 1,415

　７　前受金 ― 5,434

　８　預り金 6,062 8,430

　９　賞与引当金 4,786 7,122

　10　その他 ＊３ 1,813 ―

　　　流動負債合計 717,7438.3 1,863,96425.8

Ⅱ　固定負債

　１　関係会社長期借入金 ＊１ ― 1,001,900

　２　繰延税金負債 2,197 1,172

　３　退職給付引当金 5,925 108

　　　固定負債合計 8,122 0.1 1,003,18113.8

　　　負債合計 725,8668.4 2,867,14639.6

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 20,194,544234.3 7,892,879109.2

　２　資本剰余金

　　  資本準備金 9,212,572 ―

　　　　資本剰余金合計 9,212,572106.9 ― ―

　３　利益剰余金

　　(１)その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 △21,514,237 △3,528,267

　　　　利益剰余金合計 △21,514,237△249.6 △3,528,267△48.8

　４　自己株式 △1,792△0.0 △1,835△0.0

　　　株主資本合計 7,891,08791.6 4,362,77660.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　 　 その他有価証券評価差額金 3,203 0.0 1,708 0.0

　　　評価・換算差額等合計 3,203 0.0 1,708 0.0

　　　純資産合計 7,894,29091.6 4,364,48560.4

　　　負債純資産合計 8,620,156100.0 7,231,631100.0
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②【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　製品売上高 211,170 204,826

　２　商品売上高 927,4351,138,605100.0 377,193582,019100.0

Ⅱ　売上原価

　１　期首製品棚卸高 74,282 32,650

　２　商品仕入高 914,392 375,784

　３　製品仕入高 120,557 100,351

　４　当期製品製造原価 84,138 69,635

　　　　合計 1,193,371 578,422

　５　期末製品棚卸高 32,650 32,149

　６　他勘定振替(△受入)高 * ３ 43,0771,117,64398.2 △4,388 550,66194.6

　　　売上総利益 20,9621.8 31,3585.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ＊1,2 790,53169.4 571,26298.2

　　　営業損失 769,568△67.6 539,904△92.8

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ＊１ 103,724 158,431

　２　受取配当金 52 21

　３　受取手数料 ＊１ 54,618 28,814

　４　雑収入 3,234 161,63014.2 4,857 192,12433.0

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 ＊１ 49,447 100,309

　２　資金調達コスト ＊１ ― 62,667

　３　株式交付費償却 10,279 10,408

　４　為替差損 28,848 90,998

　５　雑損失 1,854 90,4307.9 852 265,23645.6

　　　経常損失 698,369△61.3 613,015△105.3
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 * ４ 112 ―

　２　貸倒引当金戻入額 ― 14,410

　３　退職給付引当金戻入額 46 ―

　４　還付事業税 ― 159 0.0 137,004151,41526.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ＊５ 125 ―

　２　棚卸資産廃棄損 ＊３ 10 428

　３　棚卸資産評価損 ＊３ 43,066 ―

　４　貸倒引当金繰入額 734,765 ―

　５　投資有価証券評価損 ― 291,513

　６　関係会社株式評価損 20,035,63820,813,6071,828.02,772,3043,064,247526.5

　　　税引前当期純損失 21,511,817△1,889.3 3,525,847△605.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

2,420 2,420 0.2 2,420 2,420 0.4

　　　当期純損失 21,514,237△1,889.5 3,528,267△606.2
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【製造原価明細書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費 34,963 42.4 29,052 44.3

Ⅱ　経費 ＊１ 47,534 57.6 36,464 55.7

　　　当期総製造費用 82,498100.0 65,516100.0

　　　期首仕掛品棚卸高 10,602 8,962

合計 93,100 74,479

　　　期末仕掛品棚卸高 8,962 4,843

　　　当期製品製造原価 84,138 69,635

　

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(原価計算方法)

　実際原価による総合原価計算を行っております。

(原価計算方法)

同左

＊１　経費の内訳は次のとおりであります。

外注工賃 38,210千円

減価償却費 2,577

その他 6,746

合計 47,534

＊１　経費の内訳は次のとおりであります。

外注工賃 33,587千円

減価償却費 2,005

その他 870

合計 36,464
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 20,074,19915,303,864△6,210,571 △1,300 29,166,190

事業年度中の変動額

　新株の発行 120,345 119,280 239,625

　資本準備金の取崩(注) △6,210,5716,210,571 ―

　当期純損失 △21,514,237 △21,514,237

　自己株式の取得 △491 △491

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

―

事業年度中の変動額合計(千円) 120,345△6,091,291△15,303,665 △491 △21,275,103

平成19年３月31日残高(千円) 20,194,5449,212,572△21,514,237 △1,792 7,891,087

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △2,470 △2,470 29,163,719

事業年度中の変動額

　新株の発行 239,625

　資本準備金の取崩(注) ―

　当期純損失 △21,514,237

　自己株式の取得 △491

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

5,674 5,674 5,674

事業年度中の変動額合計(千円) 5,674 5,674 △21,269,429

平成19年３月31日残高(千円) 3,203 3,203 7,894,290

(注) 平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 20,194,5449,212,572△21,514,237 △1,792 7,891,087

事業年度中の変動額

　資本金の取崩 △12,301,664 12,301,664 ―

　資本準備金の取崩 △9,212,5729,212,572 ―

　当期純損失 △3,528,267 △3,528,267

　自己株式の取得 △43 △43

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

―

事業年度中の変動額合計(千円) △12,301,664△9,212,57217,985,969 △43 △3,528,310

平成20年３月31日残高(千円) 7,892,879 ― △3,528,267 △1,835 4,362,776

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 3,203 3,203 7,894,290

事業年度中の変動額

　資本金の取崩 ―

　資本準備金の取崩 ―

　当期純損失 △3,528,267

　自己株式の取得 △43

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△1,494 △1,494 △1,494

事業年度中の変動額合計(千円) △1,494 △1,494 △3,529,805

平成20年３月31日残高(千円) 1,708 1,708 4,364,485
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【重要な会計方針】

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式総平均法による原

価法によって評価

しております。

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式　　 同左

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの　　　　　　
　　　―――――――――――――　　　
　　　
 

 

　(2) その他有価証券

   時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法

なお、評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、

総平均法による原価法により算

定しております。

    時価のないもの　　　　　  総平均法による原価法に

よって評価しておりま

す。

   時価のないもの　　　　　     同左

２　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　(1) 商品　　　　　　　　　　移動平均法による原価法により評

価しております。

２　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　(1) 商品　　　　　　　　　　　 同左

　(2) 製品 仕掛品 貯蔵品 　　 先入先出法による低価法

により評価しておりま

す。

　(2) 製品 仕掛品 貯蔵品 　 　 　同左

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産　定率法

　　　　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)は定額法に

よっております。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであります。

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産　定率法　　　　　 　

　　　　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)は定額法に

よっております。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　建物　　　　　８～31年

　　　　　　　　　　　車両運搬具　　５年

　　　　　　　　　　　工具器具備品　４～20年

　　　　　　　　　　　建物　　　　　８～31年

　　　　　　　　　　　車両運搬具　　５年

　　　　　　　　　　　工具器具備品　４～20年

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額資産は

３年で償却しております。

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額資産は

３年で償却しております。

　 　(会計方針の変更)

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政

令第83号）)に伴い、当事業年度から、平成19年４月

１日以降に取得したものについては、改正後の法人

税法に基づく方法に変更しております。

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

　 　(追加情報)

当事業年度から、平成19年３月31日以前に取得した

ものについては、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する方法によっており

ます。　

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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　(2) 無形固定資産　定額法

　　　　　　　　　　ソフトウェア(自社利用分)については、社内

における見込利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しておりま

す。

　(2) 無形固定資産　　　　　　　 同左

　(3) 長期前払費用　期間(５年)に応じた経過月数で償却

しております。

　(3) 長期前払費用　　　　　　　 同左

４　繰延資産の処理方法

　(1) 株式交付費 ３年間で均等償却しております。

４　繰延資産の処理方法

　(1) 株式交付費 　　　　同左

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金 売上債権の貸倒損失に備えるた

め一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金 　　　　同左

　(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支払いに

充てるため、支給見込額のうち

当期の負担額を計上しておりま

す

　(2) 賞与引当金 　　　　同左

　(3) 退職給付引当金従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　(3) 退職給付引当金　　　　同左

６　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

 

６　リース取引の処理方法

　　　同左　
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【会計処理の変更】

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 ――――――――――――　

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しており

ます。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

7,894,290千円であり、この変更による損益に与える

影響はありません。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。　

 

　

　繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い ――――――――――――　　

当事業年度から、「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８月

11日　実務対応報告第19号）を適用しております。当

事業年度以降に支出した株式交付費については、株

式交付のときから３年間で定額法により償却してお

ります。

前事業年度において繰延資産の内訳として表示して

いた「新株発行費」は、当事業年度より「株式交付

費」として表示する方法に変更しております。

前事業年度において営業外費用の内訳として表示し

ていた「新株発行費償却」は、当事業年度より「株

式交付費償却」として表示する方法に変更しており

ます。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

＊１　　　―――――――――――――――――

　　

＊１　担保資産及び担保付債務

　　　以下の通り貸出コミットメント契約、および他社株転

換特約付ローン契約における借入金の担保として

資産を担保に供しております。

　　　担保に供している資産の額（簿価）

関係会社株式 3,805,016千円

　　計 3,805,016千円
　　　上記に対応する債務

一年内返済予定の長期借入金 1,679,084千円

関係会社長期借入金 1,001,900千円

　　計 2,680,984千円

＊２　　　―――――――――――――――――

　　

＊２　偶発債務

　　  コニストン・インターナショナル・キャピタル・リ

ミテッドが立替えているロドール・ＵＳ・ホール

ディングス・インクの試掘費用1,500万ドルの債

務保証をしております。

＊３　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

流動資産 未収収益 72,090千円

短期貸付金 1,917,063

流動負債 短期借入金 566,640

未払利息 1,813

＊３　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

流動資産 未収入金 14,361千円

未収収益 80,123

固定資産 差入保証金 37,571

＊４　期末日満期手形

　　 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。

＊４　　　―――――――――――――――――

受取手形 2,864千円

＊５　　　――――――――――――――――― ＊５　貸出コミットメント契約

　　　当社においては、バイエリッシェ・ヒポ・フェライン

ス銀行とコミットメント契約を締結しており、当

事業年度末における貸出コミットメントに係る借

入未実行残高等は以下の通りであります。

貸出コミットメントの総額 2,003,800千円

借入未実行残高 324,716千円

差引額 1,679,084千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

＊１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社からの受取利息 92,807千円

関係会社からの受取手数料 54,618

関係会社への支払手数料 16,207

関係会社への支払利息 49,257

＊１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社からの受取利息　　 145,278千円

関係会社からの受取手数料 28,814

関係会社への支払手数料 18,041

関係会社への支払利息 38,079

関係会社への資金調達コスト 57,959

＊２　販売費及び一般管理費のおおよその割合は販売費

 0.8％、一般管理費 99.2％であります。

　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 179,755千円

賞与引当金繰入額 8,396

退職給付引当金繰入額 2

賃借料 40,127

事業税 73,362

減価償却費 4,203

旅費交通費 112,174

業務委託料 92,789

支払手数料 81,290

顧問料 84,065

＊２　販売費及び一般管理費のおおよその割合は販売費

 0.9％、一般管理費 99.1％であります。

　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 192,141千円

賞与引当金繰入額 13,920

賃借料 42,301

減価償却費 4,013

旅費交通費 53,945

業務委託料 23,381

支払手数料 170,302

＊３　棚卸資産廃棄損及び棚卸資産評価損への振替であ

ります。

＊３　　――――――――――――――――――

＊４  固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

車輌運搬具 112千円

＊４  　――――――――――――――――――

＊５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具器具備品 125千円

＊５　　――――――――――――――――――

　

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 16,876 3,552 ― 20,428
　

(変動事由の概要) 

増加は単元未満株式の買取りによるものであります。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 20,428 1,009 ― 21,437
　

(変動事由の概要) 

増加は単元未満株式の買取りによるものであります。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社アイビーダイワ(E00597)

有価証券報告書

 97/114



(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器
具備品

32,3408,24724,093

合計 32,3408,24724,093

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。　

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器
具備品

27,87513,37314,501

合計 27,87513,37314,501

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 7,224千円

１年超 16,869千円

24,093千円

１年内 5,796千円

１年超 9,713千円

15,510千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 6,594千円

減価償却費相当額 6,594千円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

支払リース料 7,224千円

減価償却費相当額 6,250千円

支払利息相当額 1,220千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 

(5)　　――――――――――――――――

 (減価償却費相当額の算定方法)

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 (利息相当額)

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

 

(5) 取得価額相当額の算定方法

当事業年度より、取得価額相当額の算定方法を支払利

子抜き法に変更しております。
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日現在)

　　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度(平成20年３月31日現在)

　　子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

区分
貸借対照表計上額

(千円）
時価(千円） 差額(千円）

関連会社株式 1,212,8248,792,5257,579,701

　

　

(税効果会計関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　 (繰延税金資産)

税務上の繰越欠損金 2,072,757千円

子会社株式評価損 8,154,504

その他 320,935

繰延税金資産小計 10,548,196

評価性引当額 △10,548,196

繰延税金資産合計 ―

　　 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △2,197

繰延税金負債合計 △2,197

繰延税金負債の純額 △2,197
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　 (繰延税金資産)

税務上の繰越欠損金 1,836,782千円

子会社株式評価損 9,282,832

その他 326,058

繰延税金資産小計 11,445,672

評価性引当額 △11,445,672

繰延税金資産合計 ―

　　 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △1,172

繰延税金負債合計 △1,172

繰延税金負債の純額 △1,172
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　税引前当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　　　　　　　　同    左
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(１株当たり情報)

前事業年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 18円51銭１株当たり純資産額 10円24銭

１株当たり当期純損失 50円48銭１株当たり当期純損失 8円27銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であり、希薄化効果を有して
いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であり、希薄化効果を有して
いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

　

１　１株当たり純資産額

前事業年度 当事業年度
(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 7,894,290 4,364,485

普通株式に係る純資産額（千円） 7,894,290 4,364,485

普通株式の発行済株式数（千株） 426,400 426,400

普通株式の自己株式数（千株） 20 21

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数（千株）

426,379 426,378

２　１株当たり当期純損失

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純損失(千円) 21,514,237 3,528,267

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(千円) 21,514,237 3,528,267

普通株式の期中平均株式数(千株) 426,191 426,378

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

平成17年9月2日臨時株主総会決
議ストックオプション
　　　 （新株予約権3,050個）
         普通株式3,050,000株

平成17年9月2日臨時株主総会決
議ストックオプション
       （新株予約権3,050個）
         普通株式3,050,000株
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(重要な後発事象)

前事業年度(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日)

1. 資本金の額および資本準備金の額の減少

当社は、平成19年５月15日開催の取締役会において、資本の額および資本準備金の額の減少について決

議し、平成19年６月20日の定時株主総会において承認可決されました。

(1) 目的

当事業年度末における繰越利益剰余金(当期純損失)21,514,237千円を一掃し、財務体質を早急に改

善することを目的としたものであり、将来において、利益指標による株主利益を最大限に重視した経営

を行っていくための方策であります。

(2) 実施の要領

① 減資の要領

（減少する資本の額）

平成19年３月31日時点の資本の額20,194,544千円を12,301,664千円減少して、7,892,879千円とい

たします。

発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみを無償で減少する方法によります。

② 準備金減少の要領

（減少する準備金の額）

平成19年３月31日時点の資本準備金9,212,572千円から全額を取り崩します。

(3) 剰余金の処分

資本金の額および資本準備金の額の減少により生じるその他資本剰余金の全額を、欠損の填補にあ

てるため、繰越利益剰余金に振り替える処理をいたします。

(4) 日程

取締役会決議日　　　　　平成19年５月15日

債権者異議申述公告日　　平成19年６月５日

定時株主総会決議日　　　平成19年６月20日

債権者異議申述最終期日　平成19年７月５日

効力発生日（予定）　　　平成19年７月５日

　

当事業年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株）
貸借対照表
計上額（千円）

投資有価
証券

その他
有価証券

　アダヴェイル・リソーシス・
　リミテッド

21,333,334 176,140

　バイロン・エナジー・
　ピーティーワイ・リミテッド

1,160,000 63,851

小計 22,493,334 239,991

計 22,493,334 239,991

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 36,493 ― ― 36,49327,0911,919 9,401

　車両運搬具 4,529 ― ― 4,529 3,732 465 796

　工具器具備品 10,379 448 ― 10,8278,454 2,280 2,372

有形固定資産計 51,401 448 ― 51,84939,2784,66512,570

無形固定資産

　電話加入権 1,210 ― ― 1,210 ― ― 1,210

　ソフトウェア 5,829 1,580 ― 7,409 4,378 1,353 3,030

無形固定資産計 7,039 1,580 ― 8,619 4,378 1,353 4,240

投資その他の資産

　長期前払費用　 12,609 ― 340 12,269 ― ― 12,269

投資その他の資産計 12,609 ― 340 12,269 ― ― 12,269

繰延資産

　株式交付費 31,226 ― ― 31,22630,32210,408 903

繰延資産計 31,226 ― ― 31,22630,32210,408 903

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金　　　　　 (流動
資産)

501 430 ― 501 430

貸倒引当金　　　　　 (投資
その他の資産)

735,309 272 1,481 13,909 720,189

賞与引当金 4,786 7,122 4,786 ― 7,122

(注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入によるものであります。
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(2)【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ａ　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 660

預金の種類

当座預金 522

普通預金 110,360

小計 110,883

合計 111,543

　

ｂ　受取手形

イ　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

ダイワ精工㈱ 2,241

儘田産業㈱ 1,893

ティ・エス・ケイ㈱ 1,773

東海紙袋㈱ 1,687

名糖㈱ 1,067

その他 9,889

合計 18,552

　

ロ　受取手形期日別内訳

期日 平成20年４月 平成20年５月 平成20年６月 平成20年７月 平成20年８月
平成20年９月
以降

合計

金額(千円) 6,202 6,140 4,968 1,240 ― ― 18,552

構成比(％) 33.4 33.1 26.8 6.7 ― ― 100
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ｃ　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

本田忠㈱ 68,422

豊国産業㈱ 4,420

王子製袋㈱　関西中部営業所 961

王子製袋㈱　秋田工場 941

㈱トーホー 760

その他 19,442

合計 94,947

　

ロ　回収状況並びに滞留状況

前期末残高(千円)
(Ａ)

当期発生高(千円)
(Ｂ)

当期回収高(千円)
(Ｃ)

当期末残高(千円)
(Ｄ)

95,505 611,470 612,028 94,947

売掛金回収率(％)
Ｃ

×100
Ａ＋Ｂ

86.6％　

　〃　滞留期間(ヶ月)
Ａ＋Ｄ

÷
Ｂ

２ 12
1.9ヶ月

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

ｄ　棚卸資産

科目 金額(千円) 内訳

製品 32,149

製袋用縫糸
ミシン糸
撚糸
その他

仕掛品 4,843

製袋用縫糸
ミシン糸
撚糸
その他

貯蔵品 1,257
ダンボール包装紙等
木管ボビン

合計 38,250 ―
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②　投資その他の資産

ａ　関係会社株式

銘柄 金額(千円)

 (子会社株式）

ロドール・ＵＳ・ホールディングス・インク 2,563,374

(関連会社株式）

リード・ペトロリアム・ピーエルシー　(注) 1,241,641

合計 3,805,016

（注）ダーシー・エナジー・ホールディングス・ＵＫ・リミテッドは、平成19年7月に名称をリード・ペトロリアム・

ピーエルシーへ変更しております。

 

ｂ　長期貸付金

相手先 金額(千円)

 ㈱メルカート 434,756

 本田忠㈱ 41,810

合計 476,566

　

ｃ　関係会社長期貸付金

相手先 金額(千円)

ロドール・デラウエア・ペトロリアム・エルエルシー 2,691,238

合計 2,691,238
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　　③　流動負債

ａ　買掛金

　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

㈱日本青果 68,217

モリリン㈱ 2,236

小酒井繊維工業㈱ 626

本多㈱ 569

中野染工㈱ 374

その他 3,307

合計 75,331

　

ｂ　一年内返済予定の長期借入金

相手先 金額(千円)

　バイエリッシュ・ヒポ・フェラインス銀行 1,679,084

合計 1,679,084

　

　④　固定負債

　　関係会社長期借入金

相手先 金額(千円)

　コニストン・インターナショナル・キャピタル・
　リミテッド

1,001,900

合計 1,001,900
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(3)【その他】

当社は、平成20年６月19日　ADM Galleus Fund Limited (Asia Debt Management Hong Kong

Limitedが管理運営する子会社)との間で、Bayerische Hypo-und Vereinsbank AG (HVB銀行)、

およびConiston International Capital Limitedに対し、当社グループが有する債務約43百万

米ドル(約46.9億円)全額の借り換えを主たる目的とし、当社子会社Asia Special Situations

GJP1 Limited を通じて、47.3百万米ドル(約51億円）の融資の借入契約を締結しました。

Asia Special Situations GJP1 Limitedは、ADM Galleus Fund Limitedによって、平成20年６月３日付

で設立され、その後、平成20年６月16日付で、当社グループにおけるファイナンス、および

Leed Petroleum PLC(リード社)の株式の管理運用等を行うことを目的として、その全株式を

ADM Galleus Fund Limitedから譲り受け、子会社といたしました。

また、本件融資の実行のため、当社は、現在当社が保有するリード社株式104,615千株すべてを本件融資

の借主たる子会社Asia Special Situations GJP1 Limitedに現物出資の形で移転することといたしまし

た。

なお、本件現物出資が完了した時点で、同社に対する出資額は、当社の資本金の額の100分の10以上相当

額となる見込みあり、子会社Asia Special Situations GJP1 Limitedは、当社の特定子会社になる予定で

す。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、１株券
但し、1,000株未満の株式につき、その株数を表示した株券を発行することができる。

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
　中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
　中央三井信託銀行株式会社　本店

　　取次所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 当社所定の手数料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
　中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
　中央三井信託銀行株式会社　本店

　　取次所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料担当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。だだし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。
http://www.ibdaiwa.co.jp/

株主に対する特典 なし

(注) 1． 当社の株主名簿管理人は、平成20年６月25日付で、上記記載の日本証券代行株式会社より、東京都港区芝三丁

目３３番１号　中央三井信託銀行株式会社に変更となっております。

2.　当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権

利を行使することができません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(１) 有価証券報告書及びその添付書類、ならびにその訂正報告書

①事業年度　第62期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)　平成19年６月22日関東財務局長に提

出

②上記①の有価証券報告書の訂正報告書を平成19年10月16日関東財務局長に提出

　

(２)半期報告書 

①事業年度　第63期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)　平成19年11月15日関東財務局長に

提出

　

(３)臨時報告書

①証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に

基づく臨時報告書を平成19年８月８日関東財務局長に提出（連結会社において持分変動利益が発生した

ため)

②金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規

定に基づく臨時報告書を平成20年２月25日関東財務局長に提出（当会社の主要株主の異動が発生したた

め)
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月22日

株式会社アイビーダイワ

取締役会　御中

明　和　監　査　法　人　
 
代 表 社 員

公認会計士　久　島　昭　弘　㊞
業務執行社員

業務執行社員 公認会計士　川　﨑　　浩  　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイビーダイワの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社アイビーダイワ及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。　

　

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年５月15日開催の取締役会において、資本の額および資本準

備金の額の減少について決議し、平成19年６月20日の定時株主総会において承認可決されている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月13日

株式会社アイビーダイワ

取締役会　御中

明　和　監　査　法　人　
 
代 表 社 員

公認会計士　久　島　昭　弘　㊞
業務執行社員

業務執行社員 公認会計士　川　﨑　　浩  　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社アイビーダイワの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社アイビーダイワ及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月22日

株式会社アイビーダイワ

取締役会　御中

明　和　監　査　法　人
 
代 表 社 員

公認会計士　久　島　昭　弘　㊞
業務執行社員

業務執行社員 公認会計士　川　﨑　　浩　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイビーダイワの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第62期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アイビーダイワの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報　

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年５月15日開催の取締役会において、資本の額および資本準

備金の額の減少について決議し、平成19年６月20日の定時株主総会において承認可決されている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月13日

株式会社アイビーダイワ

取締役会　御中

明　和　監　査　法　人
 
代 表 社 員

公認会計士　久　島　昭　弘　㊞
業務執行社員

業務執行社員 公認会計士　川　﨑　　浩　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社アイビーダイワの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第63期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アイビーダイワの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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